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１．業務の概要 
 本業務は、安定した国際航路の実現により、活発な人の往来と物資の流通を実現させ、

結果として地域の自立・活性化に繋がる港湾整備事業の方策を検討するものである。実施

に際しては、国際フェリーの利用による物流及び観光の拡大可能性と地域に及ぼす効果に

ついて、専門研究会や有識者懇談会を通じて検討し、その成果を一般市民を含む意見討論

会により、広く周知するものである。 
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２．日本海横断国際フェリーの活用による効果検討 
日本（新潟）・韓国（束草）・ロシア（トロイツァ）を結ぶ日本海横断国際フェリーの本

格運行に先立ち、フェリーの効果を確認するために、ヒアリング調査、アンケート調査を

実施する。 
 

２．１ フェリーの効果を把握するために必要な基本調査の企画立案 
（対象調査：企業ヒアリング調査、アンケート調査） 

（１） 企業ヒアリング調査 
 
１）調査対象企業の把握 
ヒアリングの対象として、①物流関連企業、②人流（旅客）関連企業が考えられる。 
物流関連企業については、「北陸地域国際物流戦略検討業務（北陸地方整備局）」などの

既往調査にて行った聞き取り調査などの結果より、航路の利用可能性が高い企業を抽出し

た。 
また、人流（旅客）関連企業については、大手の旅行代理店や背後のリゾート企業を調

査対象とし、ヒアリング先を抽出した。 
上記の考え方のもと、電話によるプレヒアリング（利用可能性の有無、調査協力の可否）

を行ったうえで、物流関連企業７社、人流（旅客）関連企業３社に対して、現地ヒアリン

グを実施した。ヒアリング対象企業に送付した依頼文などについては、資料編に記載する。 
 
２）フェリー就航効果把握の視点 
ヒアリング調査の視点（項目）において「北陸から対岸諸国、港湾へ国際フェリー、国

際 RORO航路が開設した場合の利用可能性について」と言う項目を設け、 
・ 利用可能性の有無 
・ その理由 

を調査した。 
さらに「利用可能性がある。」と回答頂いた企業に対しては、その理由としてどんな効果、

メリットを見出しているのかの聞き取りを行った。 
また期待されるメリットがある場合（フェリー利用の可能性がある場合）には、具体の

貨物の品目、量、ルートを伺い、フェリー利用の潜在貨物の把握に努めた。加えて懸念さ

れる課題、問題点を伺い、これら指摘された課題、問題点を今後の対策として捉えること

で、フェリー利活用の促進につながる視点が得られるよう努めた。 
 
（２） アンケート調査 

 
１）調査対象企業の把握 
日本海横断国際フェリーの潜在荷主を発掘するために、これまでの調査において意向が

確認できていない企業に対し、アンケート調査を実施した。 
アンケート対象は、①新潟港の背後圏（北陸地域＋長野県）の企業、②新聞報道や既往

調査で国際フェリーの利用可能性が見込めると判断した企業、とした。企業の抽出を行っ

た結果、１６０社が対象としてあげられた。 

2



アンケートの内容およびアンケートの対象企業については、資料編に記載する。 
 
２）フェリー就航効果把握の視点 
アンケート調査の視点（項目）において、設問４の中に「北陸から対岸諸国、港湾へ国

際フェリー、国際 RORO航路が開設した場合、利用可能性はありますか？ある場合も、な
い場合もその理由を教えて下さい。」と言う項目を設け、 

・ 利用可能性の有無 
・ その理由 

を調査した。 
さらに「利用可能性がある。」と回答頂いた企業に対しては、その理由としてどんな効果、

メリットを見出しているのか、また、反対の視点から「利用可能性が無い。」と回答頂いた

企業に対しては、その理由としてどんなデメリットを感じているのか、について自由記述

の欄を設け、回答頂けるよう調査票を設計した。 
また期待されるメリットがある場合（フェリー利用の可能性がある場合）には、具体の

貨物の品目、量、ルートを伺い、フェリー利用の潜在貨物を回答して頂く欄を設けた。加

えて懸念される課題、問題点を回答頂く欄を設け、これら指摘された課題、問題点を今後

の対策として捉えることで、フェリー利活用の促進につながる視点が得られるよう努めた。 
 
 

3



 
２．２ 企業ヒアリングの実施および整理 
 
（３） 企業ヒアリング調査の実施概要 
今回調査の企業ヒアリングは、過年度調査や今回のアンケート調査等から日本海横断国

際フェリーに関心を有すると思われる企業について実施した。 

ヒアリング調査に際して、航路がフェリー利用ということから、物流利用と主に観光に

よる人流の観点から対象とする企業を絞り込んだ。 

対象とした企業は以下のとおりである。 

 

《 ヒアリング調査対象企業（計 10 社） 》  物流関連企業：荷主４社、地元商社１社、

フォワーダー２社  人流関連企業：旅行代理店２社、地元リゾート企業１社 

（４） ヒアリング調査の視点 
ヒアリング調査は、物流関連企業（荷主、商社、フォワーダー）と人流関連企業（旅行

代理店、リゾート経営企業）にそれぞれの視点から把握した。 
 
《 物流関連企業 》 
●現況の把握として、中国の山東省、河北省、北京市、遼寧省、吉林省、黒竜江省、韓

国、ロシアとの関係性において、以下の内容を把握した。 
1)関連性 

・ 取引先がある。 

・ 自社工場、関連工場がある。 

・ 物流拠点がある。 

2)上記の所在地 

3) 1)で関係がある場合、貨物と輸送について 

・ （輸出入別）貨物名 

・ （輸出入別）年間貨物量 

・ （輸出入別）荷姿 

・ 貨物別輸出入ルート（利用港湾） 

・ リードタイム（ロシアの場合 SLB＝シベリアランドブリッジ の利用の有無） 

・ 貨物別輸出入にかかる問題点、課題、今後の見通し 

 

●日本海横断国際フェリーへの関心と利用可能性について、以下の内容を把握した。 
1) 北陸から対岸諸国、港湾へ国際フェリー、国際 RORO 航路が開設した場合の利用
可能性について 

2) 国際フェリー、国際 RORO航路の可能性がある場合の貨物やルートについて 
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《 人流関連企業 》 
●日本人を対象とした中国の山東省、河北省、北京市、遼寧省、吉林省、黒竜江省方面、

韓国東海岸方面、SLB（ｼﾍﾞﾘｱ･ﾗﾝﾄﾞ･ﾌﾞﾘｯｼﾞ）などを利用したロシア方面の観光につい

て 

1)日本人に人気の観光資源 

2)貴社で企画した旅行商品 

3)貴社の送客実績 

4)将来的な観光需要 

5)国際フェリーを活用した旅行商品造成の可能性（修学旅行等も含む） 

●対岸諸国（中国、韓国、ロシア）から我が国への旅行動向について 

●上記設問の内容を踏まえ、北陸から対岸諸国、港湾へ国際フェリー、国際 RORO 航路が

就航した場合の旅行商品企画の可能性について 

1)観光商品として売り出すための条件 

（航行日数・頻度、料金設定、船舶や港湾施設の仕様、乗り場へのアクセス、新潟西

港と東港どちらが発着地として適しているか・・など） 

2)1)の理由 

 
（５） ヒアリング調査結果の概要 
ヒアリング調査結果の概要については、物流関連企業と人流関連企業とに分けて以下に

示す。 

 

《 物流関連企業 》 
●日本海横断国際フェリーへの関心・期待感について

・全般的に関心は高かった。 

・特に熱心な社は、 

  液晶パネルを韓国メーカーに配送するフォワーダー 

  吉林省琿春市に大規模な縫製工場を持つ荷主 

  大連港経由で輸入しているホームセンター 

  ロシアに工場進出計画を有する大手建機メーカー 

 であった。 

※ 燕三条の工業会も関心を寄せるが、市場は韓国が主で取扱量は少ない。 

・ フォワーダーによれば、三角航路における新潟港の背後圏は、上信越＋東北地

方、のメーカーが有望、とのことであった。 

 

（ヒアリングメモから） 

◇運航形態によって 

・フェリーに近い RORO船であれば検討する価値がある。（車両の相手国内道路走行が
可能で、且つ積み替えがない場合）（フォワーダー） 

・フェリー航路を開設することになれば利用を検討することになる。フェリーを利用す

ることにより現在 1週間⇒３～４日となると考えられる。しかし、急ぎの貨物はない
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（流通） 
◇仕出・仕向地によって 
・ 今年の戦略的開拓エリアは、華北とインドであるから、三角航路には注目している。

新潟港～釜山港間のフェリーの就航を希望したい。新潟インランドデポはコンテナ

も、エアーも、フェリーも利用できる配送拠点としたい。（フォワーダー） 
・ 新潟港の背後圏は、関東以北の東北のメーカーまで想定できる。（フォワーダー） 
・ 陸上輸送を増強し、東北地方、東日本全体を考えた場合、シフト量は増加する可能

性がある。（衣料メーカー） 
・ 消費地がソウル近郊（仁川）と大邱近郊（工業団地）三星電子、LG電子などである
ので、条件次第で利用できるのではないか。（刃物メーカー） 

・ ウラジオストク、ハバロフスクで開催された見本市に工具を出品した経緯があるが、

商圏的にはここ 5～10 年以内はないと考えられる（将来は可能性がある）。（刃物メ
ーカー） 

・ シベリア鉄道がザルビノまで延伸されるとヨーロッパとのルートができるので、利

用可能性は高まるのではないか。（刃物メーカー） 
◇貨物及び量によって 
・ 材木関係貨物はトロイツア港等北部へシフトする可能性は大きい。（流通） 
・ フェリーは、貨物積載量（130TEU）の 8割確保すれば採算があうことを考えれば、
十分な量がある。（衣料メーカー） 

・ 全貨物量 7,700TEU のうち、4,400TEU が大連から積み出しているが、このうち

2,200TEU程度がフェリーにシフトする可能性がある。（流通） 
 

●日本海横断国際フェリー利用可能性のある貨物について 

日本海横断国際フェリー利用可能性のある貨物について、把握された事例としては以

下のものがあげられる。 
〈韓国へ輸出〉 

  液晶パネル（向こう５年は堅調との見通し） 

  機械等製造装置／パソコン・コンピュータ／モーター等の部品 

〈中国東北三省から輸入〉 

  衣類、製材、工具 

（ＳＬＢ利用） 

  自動車部品 

 

（ヒアリングメモから） 

◇液晶パネル・パソコン・モーター等 

・ 液晶パネルは緊急を要するため、同日数であれば航空貨物からフェリーへシフトの

可能性がある。しかし液晶パネルの需要は、今後５年間同じような状態と考えられ

るが、それ以降需要と供給のバランスがとれれば緊急性がなくなるかも知れない。
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（フォワーダー） 
・ 貨物として可能性のあるのは、液晶パネル、半導体の製造装置の部品、パソコン・

コンピューターの部品、モーターの部品などが考えられる。（フォワーダー） 
・ 恒久的にエアーで運んでいるバリューの高い貨物はいざ知らず、やむを得ずエアー

で運んでいるような貨物を見出せば、フェリーに転化できるかも知れない。（フォ

ワーダー） 
◇製材 

・ 中国東北地区は、材木に特化しており、中国業者がロシアから買い付けてそれを購

入している。（流通） 
◇工具 
・ 今後中国国内で南部から東北部への工場や産業が移転するに伴い、東北部への工具

輸出が伸びる可能性がある。（刃物メーカー） 
◇自動車部品（ＳＬＢ利用） 

・ 上越にある自動車部品の販売会社ででは、ＳＬＢの利用の可能性があると言ってい

る。その企業は拠点工場をヨーロッパや東部ロシアに設けており、そこからの輸入

の方策としてＳＬＢを検討しているようである。（フォワーダー） 
 
●問題点・課題 

日本海横断国際フェリー利用上の問題点・課題としては、以下の点が指摘された。 
・ 計画では週一便で、反時計周りであるので、特に韓国向けの貨物は利用しにくい。

（最低週２便は必要） 

・ 寄港港からの両端の陸送費を含めたトータルコストがどの程度か、によって利活用

の判断が分かれる。 

・ 釜山港に代理店があっても束草港に無いので、人的配置等にコストがかかる。 

・ 帰り荷の確保によるコストの低減が重要である。 

 

（ヒアリングメモから） 

◇運航形態 
・ 韓国のメーカーに急送品である液晶パネルを送るためには計画の時計回り（新潟港

⇒トロイツァ港（ロシア）⇒束草港（韓国）⇒新潟港）ではなく、逆方向のほうが

よい。（フォワーダー） 
・ 現在計画されている運航形態では週 1便が限界であるようであるが、最低週２便は
ほしい。（フォワーダー） 

・ 束草利用について：ソウルは近いがフェリーの便数が問題となる。その場合、韓国

にある代理店のうち 1社（大邱）は船社を指定（緊急貨物の場合は異なる）してい
るので、フェリーを利用する際には代理店との交渉する必要がある。（刃物メーカ

ー） 
◇コスト 
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・ 船賃と両端の陸送コストを含め、トータルコストがどうなのか、を見極めたい。（フ

ォワーダー） 
・ フェリーを利用した新潟までのコストは現行に比べ低減できるが、新潟から最終目

的地までの輸送コストによりシフト量が変動する。（衣料メーカー） 
・ 新規航路開設にあたっては、人的配置も含めて新規のコストがかかるので、代理店

やフォワーダーは慎重にならざるを得ない。（フォワーダー） 
・ 客先の指定倉庫までの運賃と時間を考え経営的に判断し、今までとほぼ同じであれ

ば利用するが、現行とあまりにもかけ離れている場合は、利用が困難。（荷主） 
・ 琿春の工場からの出荷を考えたいが、時間とコスト面から現行の全ての貨物量が日

本海航路へシフトするわけではない。（衣料メーカー） 
◇貨物の利用割合 
・ 松の実を日本へ輸出している日系食品会社は、40ftコンテナで 10本(20TEU)/週の
貨物量があるが、日本海航路が開設された場合でも１TEU/月程度しかシフトしな
いと考えられる。（荷主） 

◇マーケット 
・ ロシア極東地域の産業は、衣類、食品、雑貨となっており、精密機械工場などがな

いため弱電用工具の需要がない。しかたがって、日本企業がロシア極東地域に弱電

関係現地工場を作らないと弱電用工具も売れはない。（刃物メーカー） 
 

《 人流関連企業 》 
●日本海横断国際フェリーへの関心・期待感 

・東アジアの経済発展の渦の中にあって、東アジアへの総客、東アジアからの誘客に

は関心が高い。また、国内旅行の需要が伸び悩む中、海外からの誘客は重要になる

との認識では一致している。 

・ ゆくゆくは対岸諸国との旅客動向に、大きなニーズがあると考えていることから、

期待感は大である。 

・ しかし、現状の観光商品はエアのみ。営業ベースでの日本海横断国際フェリーの利

用はハードルが高いとの認識も共通している。 

・ 寄港地までの事前教育、乗船者同士の交流、別れの情緒、など学生間の国際交流事

業には船旅が良い。 

・ 陸路では行きにくい「トロイツァ」にとって日本海横断国際フェリーはビジネス客

に需要があるかも知れない（との見解）。 

 

（ヒアリングメモから） 

◇対ロシア 

・ 今後韓国・ロシアを含め外国人客受け入れを検討することもあるが、現在のところ社内

的には未検討である。しかし、週末は会員が利用するため、平日であればビジターとし

て外国人を受け入れる可能性はある。（リゾート経営） 
・ 苗場スキー場では韓国、ロシアなどをターゲットに、積極的に外国人スキー客を集客してお
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り、ロシア語、中国語、韓国語ができるスタッフを雇用し、3,000人程度/年の来訪者がある。

（リゾート経営） 
・ 陸路では行きにくい「ザルビノ」は、ビジネス客にとって一番魅力があるかもしれない。ザ

ルビノの場合、片道利用で割高となるが、ビジネス客は高くても利用するであろう。（旅行

代理店） 
・ 今後新潟からのアウトバウンド旅行者も考えられ、フェリーを利用し、シベリア鉄道を利用

するような学生をターゲットしても良いのではないか。（リゾート経営） 
・ ロシアはいわゆる「担ぎ屋」がいるので、フェリーを利用してザルビノから新潟へ入ること

は十分考えられる。（旅行代理店） 
◇対東南アジア 

・ 東南アジアからも受け入れるが、条件として英語を話すことができ、コミュニケーショ

ンがとれる富裕層が対象である。（リゾート経営） 

◇対韓国 

・ ウォンが強くなっていること、ノービザで入国できることで韓国人の旅行客が多くなってい

る。（旅行代理店） 

◇船旅の魅力から 

・ 船舶を利用した場合の団体旅行、交流事業の意義は、「船内での事前教育」「乗船者同士の

交流」「別れるときの情緒」などがあるので、魅力はある。（旅行代理店） 

◇対岸諸国の成長から 

・ 対岸の経済的発展の渦の中に新潟を入れていくことが必要である中国国内のビザ等、渡航関

係規制が緩和されたときを新潟県は意識する必要がある。（旅行代理店） 

・ 将来的には対岸諸国との旅客動向に大きなニーズがあると考えられる。（旅行代理店） 

・ ロシア富裕層は子供を新潟大へ留学させているので、人的交流も進むのではないか。（刃物

メーカー） 
 

9



●問題点・課題

・新潟～エア～ソウル、２泊３日、27,800 円のパック旅行と競争できるか、がコス

ト上の壁である。 

・ 週一便、23～24 時間の船旅ではシー＆エアの片道しか利用難しい。その上、片

道運賃では贅沢な旅行になってしまう。 

・ 使い勝手を考えれば、週２便は必要である。 

・ フェリーで一昼夜過ごすと食事が４回必要で、これも負担になる。 

・ クルーズフェリーのように、船旅そのもののクオリティが高く船旅そのものが売

りになるか、という疑問がある。 

・ 日本海横断国際フェリーはニッチであり、マニアックなルートであるので、一般

商品化しにくい。 

・ 新潟県内で売りになるものは冬場のスキーと限定的。外国人の日本観光の目当て

は TDL、富士山、量販店（100 円ｼｮｯﾌﾟ含む）である。修学旅行も短時間に多くの

場所の周遊、が求められている。こうしたニーズに対応できるか。 

・ ロシア人の富裕層は船は使わないのではないか。 

・ 釜山からの観光客の多くは、九州一円を周遊して完結するので、本州の北の方面

への誘客は難しい。 

 

（ヒアリングメモから） 

◇ターゲット・マーケットの観点から 

・ 同リゾートでは学生は対象としておらず、富裕層をターゲットとしているが、富裕

層はすべてエアーを利用している。（リゾート経営） 
・ 白頭山観光は韓国人が多いが日本人のマーケットはというとあまりない。 
・ 一部のマニアックな人をターゲットとすると、日本海横断国際フェリー大変小さい

マーケットではないか。その上マニアックな客のためにフェリーに付加価値をつけ

るか、思い切った料金設定をする必要がある。（旅行代理店） 
・ 教育、交流事業の一環に利用する案もあるが、基本的には一般の大人をターゲット

とするためにグレードを上げ、価値を高めることが必要である。（旅行代理店） 
◇利用料金の観点から 
・ 人の動きから片道フェリーを利用することは考えられるが、往復フェリーを利用す

るとは考えにくいことから、エアーとフェリー会社が手を組み割引料金などを設定

する必要がある。（リゾート経営） 
・ 夏季にはハバロフスク、ウラジオストクなどパッケージツアーを販売しているが、

人気がなく商品を維持することが厳しい状況である。（旅行代理店） 
・ ロシア人は富裕層が多くなり、フェリーを利用するよりもエアーを利用する。（旅行

代理店） 
・ エアーは安い。これと競争できるフェリー料金の設定が必要である。（旅行代理店） 
・ エアにしろ、フェリーにしろ、片道使いしかできないと贅沢な旅行となる（エアー

は往復で考えているため片道格安チケットはない）。（旅行代理店） 
・ フェリー利用による韓国旅行は、エアーを利用した格安パッケージツアーと単純に
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旅行金額を比較すると太刀打ちできない。（旅行代理店） 
・ 旅行客は、仮に航路運賃を往復 10,000円と設定した場合でも束草からソウル、ある
いは他地域への移動に金額を負担しなければならないので結局割安感につながらな

い。（旅行代理店） 
・ 新潟に在住する大学生の卒業旅行は TDLに行くことが多いが、仮にフェリー料金が
「3,000円」程度に設定された場合、束草まで行ってみたいと思う可能性がある。（旅
行代理店） 

・ 韓国とのシャトル便とした場合でも値段的には利用が難しい。（旅行代理店） 
・ フェリーの場合 1 昼夜の船旅であると船内で 4 回食事をとる必要があり、旅客運賃
のほかに食事代が負担となる。（旅行代理店） 

◇運航形態等使い勝手の観点から 
・ ハルピンはエアー便があり、ザルビノ⇒ハルピン、長春は距離がありすぎる。（旅行

代理店） 
・ フェリーは旅客の上からも、最低２便/週必要である。できれば毎日就航することが
望ましい。（旅行代理店） 

・ 新潟西港を利用することが旅客を中心に考えれば妥当であるが、このとき西港まで

のアクセスとして行政主導で、地元バス会社にシャトルバス等を用意してもらいた

い。（旅行代理店） 
・ 現状のツアーは、短い時間で効率よく移動することが時代背景となっている。この

ため、フェリーを利用した場合の計画運航時間「24 時間」は、時代に合わない状況
にある。フェリーを利用した場合、時間を要するため週末を利用した旅行が成り立

たない。（旅行代理店） 
・ 修学旅行についても同様、時間的に速さを追求する必要があり、短時間で多くの観

光資源を巡ることが望まれている。また船を利用する修学旅行などは、学校側の管

理が非常に難しくなるためあまり好まれない傾向にある。（旅行代理店） 
・ 関釜フェリーの就航条件は、新潟⇔束草航路に当てはまらないと思う。（旅行代理店） 
◇使用船の質の観点から 
・ 使用船舶についてもイベント等できるホールなど、船内施設の充実が必要である。

フェリーの魅力度を高める必要がある。（旅行代理店） 
・ フェリー乗船客が船内で快適に過ごせるように船舶、船内設備に付加価値をつける

必要がある。（旅行代理店） 
◇外国人の受け入れ体制の観点から 
・ 外国人客の温泉地での受け入れ体制については、文化の違いから一人一部屋が必要

となることから宿泊施設側の協力が必要となる。（旅行代理店） 
◇ビザ等制度の制約の観点 
・ ロシア観光については、ビザなどの障害があり、商品として扱いが難しい。（旅行代

理店） 
・ フェリーを利用すると考えられる中国人客は労働者がほとんどであると推測される

が、中国からフェリーを利用して入国した場合、税関が大変ではないかと思われる。

（旅行代理店） 
・ 中国東北部からの中国人客を扱う日本ツアーは、（逃亡防止のため）共産党への供託
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金が必要となるため、一般人民にはリスクが大きいと考えられる。（旅行代理店） 
 

 
２．３ アンケート調査の実施および整理 
 
（１） アンケート調査の実施概要 
アンケート調査は、既往調査や新聞情報から日本海横断国際フェリーに関心を有する

と思われる企業を抽出し、FAX送信・FAX返信の形式によって、アンケート調査を実施
した。 
既往調査：平成 19年度 北陸国際物流戦略チーム調査 

：平成 18年度 北東アジア情報収集業務報告書 
新聞情報：日本海事新聞、日本経済新聞 等 
 

《 アンケート調査対象企業 》  サンプル数：160 社  （北陸、長野周辺に立地し、

北東アジアに関係する荷主、物流会社）  回答数  ：22 社  （内、三角航路利用

可能な社は２社のみ） 
（２） アンケート調査の視点（ヒアリング調査の物流関連企業内容に同じ） 
●現況の把握として、中国の山東省、河北省、北京市、遼寧省、吉林省、黒竜江省、

韓国、ロシアとの関係性において、以下の内容を把握した。 
1)関連性 

・ 取引先がある。 

・ 自社工場、関連工場がある。 

・ 物流拠点がある。 

2)上記の所在地 

3) 1)で関係がある場合、貨物と輸送について 

・ （輸出入別）貨物名 

・ （輸出入別）年間貨物量 

・ （輸出入別）荷姿 

・ 貨物別輸出入ルート（利用港湾） 

・ リードタイム（ロシアの場合 SLB＝シベリアランドブリッジ の利用の有無） 

・ 貨物別輸出入にかかる問題点、課題、今後の見通し 

 

●日本海横断国際フェリーへの関心と利用可能性について、以下の内容を把握した。 
1) 北陸から対岸諸国、港湾へ国際フェリー、国際 RORO 航路が開設した場合の利用
可能性について 

2) 国際フェリー、国際 RORO航路の可能性がある場合の貨物やルートについて 
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（３） アンケート調査結果の概要 
アンケート調査結果は以下に示すとおりである。 
有効回答数が少ないことから統計的な扱いにはならないことから、ここでは概論にとど

める。 
 
●日本海横断国際フェリー利用可能性について有効回答数が少ないことから、必ずしも

関心が高いとはいえない。利用可能かどうかを把握するためには日本海横断国際フェリー

について、運航スケジュール、料金、利用される船の概要等、より具体的に荷主やフォワ

ーダーに示す必要がある。 
・利用可能と回答した社は２社。全体的に関心は低調。・利用可能と回答した社は、フォ

ワーダーと大手建機メーカー。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 日本海横断国際フェリーに対する関心の割合 

●日本海横断国際フェリー利用可能な社の方面と貨物日本海横断国際フェリー利用可能

な社の方面と貨物として具体的な例示として得られたものは、以下の貨物と方面であった。 
・繊維製品・家庭用雑貨全般⇒輸入⇒中国・韓国・作業工具⇒輸出⇒ロシア（SLB 利用可

能性有）・機械部品⇒輸出⇒ロシア（SLB 利用可能性有）●日本海横断国際フェリー利用

上の問題点・課題 

日本海横断国際フェリー利用上の問題点・課題については端的にいえば、以下の３点に

集約された。 
・コスト・リードタイムの確保・SLB の輸送品質（積み替え、振動等の問題） 

・RORO・フェリーを活かすハード、ソフトの整備

約２割が関心を
示している！

関心がない（18社）

関心がある
（４社）
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２．４ 日本海横断国際フェリーの活用による効果のまとめ 
ヒアリング調査、アンケート調査の実施から得られた、日本（新潟）・韓国（束草）・ロ

シア（トロイツァ）を結ぶ日本海横断国際フェリー就航の効果は、ヒアリング調査の内容

を踏まえて捉え直すと、以下のように整理できる。 
なお、ヒアリング調査は物流と人流に両面から調査しているので分けて整理する。一方、

アンケート調査は、物流のみの調査であるので、物流面の効果のみの整理とする。 
 

（１）ヒアリング調査から 
１）物流に関して 

・これまでやむを得ず航空貨物で運んでいた急送品を、エアよりも安く運べるようになる。

（フォワーダー） 

・荷主のニーズ（時間、コスト）に合わせて、いろいろな輸送モードが提案できるので、

取り扱い貨物量が増やせる。（フォワーダー） 

・フェリー貨物は集荷範囲が広いので、新潟港の背後圏が広がり、より広範囲から集荷で

きるようになる。（フォワーダー） 

・企業の戦略エリアは中国の華北とインドであるところが多いので、日本海横断国際フェ

リーは利用価値が高い。（フォワーダー） 

・琿春の工場から出荷する場合、現状では大連まで長距離を陸送しなければならないが、

トロイツァ港から出せれば大幅な陸送費、輸送時間のカットになる。（衣料メーカー） 

・木製品関連貨物は中国の華北等で生産されるので、トロイツァ港から出せれば大幅な陸

送費、輸送時間のカットになる。（流通） 

・現在の輸送コストよりも下がれば、釜山から束草経由にシフトする可能性はある。（工具

メーカー） 

・シベリア鉄道がザルビノ（トロイツァ）まで延伸し、フェリーと接点ができれば、ザル

ビノがヨーロッパへの窓口になるので、フェリーの利用価値が大きく高まる。（工具メー

カー、商社） 

・SLB（シベリア鉄道）を利用したがっている企業がいるので日本海横断国際フェリー航路

の開設は、新潟港の新たな貨物の掘り起こしに十分寄与するのではないか。（フォワーダ

ー） 

 

２）人流に関して 
・日本からシベリア鉄道を利用するような旅行商品の開発につながる。（リゾート経営） 

・ザルビノ（トロイツァ）は陸路では行きにくいので、ビジネス客の利用の掘り起こしが

期待される。（旅行代理店） 

・ロシアのいわゆる「担ぎ屋」と呼ばれる貨物運び人が、こうしたフェリーを利用する顧

客になり得る。（旅行代理店） 

・中国のビザ等渡航制限が緩和された場合、中国の旅行者は（旅費の安い）フェリーを使

って来日する可能性が高いことから、フェリーの就航により中国からの観光客が相当程

度見込める。（旅行代理店） 

14



・使用する船そのものが魅力、質が高ければ、船旅そのものを目的とするような市場も掘

り起こすことができる。（旅行代理店） 

・ロシアの富裕層は新潟の大学へ子弟を留学させている。フェリー航路の開設はこうした

需要も取り込め得る。（工具メーカー） 

 

（２）アンケート調査から（物流について） 
・輸送日数の短縮が期待される。（物流事業者） 
・サンクトペテルブルグ港は混雑しているので、リードタイムの短縮、定時性の確保のた

め SLBを利用したい。そのために日本海横断国際フェリー航航路が開設されれば、利用
できる。（建機メーカー） 

・中国からの輸入が増えるので、輸送コスト、リードタイムの低減が期待できる。（製薬メ

ーカー） 
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３．専門研究会の開催 

 

第１回～第６回まで専門研究会が開かれ、「地域自立・活性化調査」に対し、各界の専門家

による意見交換が行われた。 

 

表３．１ 第 1回～第 6回の専門研究会の経緯 

 日時 場所 テーマ 

第 1回専門研究会 1 月 11 日 13：30～ 北陸地方整備局 会

議室 

北陸地域の国際物流

戦略 

第 2回専門研究会 1 月 18 日 15：00～ 日本プレスセンター

（東京都中央区） 

急進する中国の経済

と産業構造 

第 3回専門研究会 1 月 25 日 15：00～ 日本プレスセンター

（東京都中央区） 

日本海横断国際フェ

リー事業への挑戦と

その意義 

第 4回専門研究会 2 月 22 日 15：00～ 日本プレスセンター

（東京都中央区） 

中国大陸における水

運産業の発展 

第 5回専門研究会 2 月 29 日 15：00～ 富山県民会館 3階 

特別会議室 

国際フェリーと港湾

利用企業のニーズ・

シーズ 

第 6回専門研究会 3 月 7 日 15：00～ 日本プレスセンター

（東京都中央区） 

政策提言の内容 
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3.１ 地域自立・活性化調査 第１回 専門研究会 
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地域自立・活性化調査 第１回 専門研究会 

 
                  日 時：平成 20年 1月 11 日（金）13:30 ～ 15:00  
                  場 所：北陸地方整備局 2階 港湾会議室 
 

議 事 次 第 

 

１．開  会 

   (1) 開会  国土交通省 北陸地方整備局 港湾空港部長 大野 正人 

   (2) 挨拶  新潟県 交通政策局長 高橋 総一 

 

２．話題提供 

   (1) 国土交通省 北陸地方整備局 港湾計画課長 佐々木規雄 

      ・主旨説明および管内港湾の現状と課題 

(2) 東北学院大学 教養学部 柳井 雅也 教授 

      ・北陸地域国際物流戦略チームの提言等について 

 

３．討議（意見交換） 

 

 

４．閉  会 

 

（以 上）  

 

【配布資料】             

・議事次第               

・出席者名簿              

・座席表                

・「北陸地域国際物流戦略チームの提言」 説明資料 
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氏　　名

東北学院大学 教養学部　教授 柳井　雅也

理事長 玉置　和宏

常務理事 高松　　亨

理事 田中　洋之助

理事 吉原　　勇

読売新聞社 論説副委員長 松田　英三

日経広告研究所 主席研究員 森野　美徳

港湾空港部長 大野　正人

港湾空港部 港湾計画課長 佐々木　規雄

港湾空港部 港湾計画課 課長補佐 中谷　誠志

新潟港湾・空港整備事務所長 吉田　秀樹

新潟県 交通政策局長 高橋　総一

新潟市 都市政策研究所 主任研究員 望月　迪洋

事務局

国土交通省　北陸地方整備局 港湾空港部 港湾計画課 課長補佐 佐川　雅悦

財団法人　ＷＡＶＥ 情報研究部長兼政策・計画研究部長 加藤　久晶

NPO法人 総合政策研究会 監事 本間　忠夫

順不同

地域自立・活性化調査

第１回　専門研究会　出席者名簿

所　　　　　　　属

国土交通省　北陸地方整備局

NPO法人 総合政策研究会
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本
カ
ー

バ
イ
ト
工

業
㈱

、
コ
マ
ニ

ー
㈱

、
東

邦
ゴ
ム

工
業

㈱
、
シ
チ

ズ
ン
フ
ァ
イ
ン
テ
ッ
ク
㈱

、
セ

ー
レ
ン
㈱

、
チ

ノ
ン
テ
ッ
ク
㈱

、
セ

イ
コ
ー

エ
プ
ソ
ン
㈱

他
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新
潟

港

直
江

津
港

伏
木

富
山

港
金

沢
港

敦
賀

港

北
陸

港
湾

の
コ
ン
テ
ナ

貨
物

量
の

推
移

1
6
,4
3
3

2
5
,0
2
5

3
3
,9
4
2

8
0
,0
5
2

7
0
,1
6
2

1
9
3
,6
3
1

0

5
0
,0
0
0

1
0
0
,0
0
0

1
5
0
,0
0
0

2
0
0
,0
0
0

2
5
0
,0
0
0

輸
出

輸
入

トン/月

資
料

：
平

成
15

年
全

国
輸

出
入

コ
ン
テ
ナ

貨
物

流
動

調
査

北
陸

5
港

湾
の

輸
出

入
コ
ン
テ
ナ

貨
物

の
推

移
北

陸
5
港

湾
の

輸
出

入
コ
ン
テ
ナ

貨
物

の
推

移

北
陸

港
湾

の
輸

出
・
輸

入
の

コ
ン
テ
ナ

貨
物

の
推

移
を
み

る
と
、
過

去
10

年
で
輸

出
4.

3倍
、
輸

入

7.
7倍

で
、
北

陸
港

湾
を
利

用
す

る
輸

出
入

コ
ン
テ
ナ

貨
物

量
が

大
き
く
増

加
し
て
い

る
。

4.
3倍

7.
7倍

Ｈ
5

Ｈ
10

Ｈ
15

Ｈ
5

Ｈ
10

Ｈ
15

26



7

地
元

港
湾

利
用

の
課

題
地

元
港

湾
利

用
の

課
題

北
陸

地
域

の
地

元
港

湾
利

用
率

は
上

昇
し
て
い

る
も
の

の
、
依

然
と
し
て
輸

出
で
3
/
4
、
輸

入
で
1
/
2
の

貨
物

が
、
３
大

港
湾

に
依

存
し
て
い

る
。

伊
勢

湾
港

京
浜

港

阪
神
港

12
.6

%

北
陸

諸
港

伊
勢
湾
港

京
浜

港

阪
神

港

北
陸

諸
港

25
.6

%

27
.4

%

32
.2

%

51
.8

%

10
.7

%
14

.8
%

20
.8

%

輸
出

輸
入

他
地

域
の

港
湾

へ
流

出
す

る
主

な
理

由
▼

定
時

性
、
安

定
性

の
確

保
に

不
安

が
あ

る
▼

基
幹

（
北

米
、
欧

州
）
航

路
が

な
い

▼
航

路
の

便
数

少
な
い

▼
輸

送
時

間
（
ﾘ
ｰ
ﾄﾞ
ﾀ
ｲ
ﾑ
）
が

長
く
か

か
る

27



8

北
陸

地
域

に
お

い
て
、
基

幹
航

路
に

就
航

す
る
船

舶
に

対
応

し
た

水
深

-1
4m

以
上

の

コ
ン
テ
ナ

取
扱

岸
壁

は
整

備
さ
れ

て
い

な
い

。

北
陸

地
域

に
お

い
て
、
基

幹
航

路
に

就
航

す
る
船

舶
に

対
応

し
た

水
深

-1
4m

以
上

の

コ
ン
テ
ナ

取
扱

岸
壁

は
整

備
さ
れ

て
い

な
い

。

未
整

備
（
多

目
的

）
4
0
,0
0
0

2
6
0

1
3
.0

工
事

中
（
多

目
的

）
1
5
,0
0
0
 

1
7
0
 

1
0
.0

直
江

津
港

1
5
,0
0
0
 

1
8
5
 

1
0
.0
 

新
潟

港

（
多

目
的

）
1
5
,0
0
0
 

1
8
5

1
0
.0
 

敦
賀

港

工
事

中
（
多

目
的

）
5
0
,0
0
0

2
8
0

1
4
.0

（
多

目
的

）
1
5
,0
0
0
 

3
7
0
 

1
0
.0
 

金
沢

港

未
整

備
（
多

目
的

）
3
0
,0
0
0
 

2
5
0
 

1
2
.0
 

計
画

-
1
4
.0
m
（
多

目
的

）
3
0
,0
0
0
 

2
8
0
 

1
2
.0
 

伏
木

富
山

港

未
整

備
（
多

目
的

）
5
0
,0
0
0

2
8
0

1
4
.0

未
整

備
5
0
,0
0
0
 

3
5
0
 

1
4
.0
 

計
画

-
1
4
.0
m

5
0
,0
0
0
 

3
5
0
 

1
2
.0
 

備
考

最
大

係
船

能
力

（
D
W
T
）

延
長

(m
)

水
深

(m
)

北
陸

地
域

の
コ
ン
テ
ナ

対
応

岸
壁

の
整

備
状

況
北

陸
地

域
の

コ
ン
テ
ナ

対
応

岸
壁

の
整

備
状

況

28
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新
潟

港
の

ボ
ト
ル

ネ
ッ
ク

新
潟

港
の

ボ
ト
ル

ネ
ッ
ク

•
コ
ン
テ
ナ
バ
ー
ス
の
不
足
に
よ
り
、
コ
ン
テ
ナ
船
の

沖
待
ち
が
平
成
１
８
年
度
に
６
９
隻
発
生
し
て
い
る
。

・
コ
ン
テ
ナ
貨
物
量
の
増
加
に
対
し
て
ヤ
ー
ド
が
不
足

し
て
い
る
。

（
-
1
4
m
）
3
5
0
m

（
-
1
0
m
）
1
8
5
m

（
-
7
.
5
m
）
1
3
0
m

ヤ
ー

ド
の

不
足

資
料
）
新
潟
日
報

平
成
1
9
年
5
月
2
日

施
設

の
不

足

・
水
深
の
浅
い
バ
ー
ス
は
、
将
来
の
コ
ン
テ
ナ
船
の

大
型
化
に
対
応
が
困
難
に
な
る
と
見
込
ま
れ
る
。

沖
待

ち
の

多
発

コ
ン
テ
ナ
タ
ー
ミ
ナ
ル

29
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伏
木

富
山

港
の

ボ
ト
ル

ネ
ッ
ク

伏
木

富
山

港
の

ボ
ト
ル

ネ
ッ
ク

１
号

１
号

２
号

２
号

３
号

３
号万
葉

ふ
頭

万
葉

ふ
頭

混
雑
し
て
い
る

コ
ン
テ
ナ
バ
ー
ス

（
-
1
4
m
）
2
8
0
m

暫
定
(
-
1
2
m
)

（
-
1
4
m
）
2
8
0
m

暫
定
(
-
1
2
m
)

（
-
1
0
m
）

1
9
0
m

（
-
7
.
5
m
）

1
3
0
m

沖
待

ち
の

多
発

・
１
バ
ー
ス
、
１
ガ
ン
ト
リ
ー
ク
レ
ー
ン
の
た
め
、

同
時
寄
港
に
対
応
で
き
ず
、
平
成
１
８
年
に
３
５
隻

の
沖
待
ち
が
発
生
し
て
い
る
。

・
万
葉
ふ
頭
に
お
い
て
、
防
波
堤
の
整
備
が
完

了
し
て
い
な
い
た
め
、
係
留
施
設
前
面
の
水

域
の
静
穏
性
が
低
い
た
め
、
十
分
に
使
用
で

き
な
い
。
→
バ
ル
ク
対
応
バ
ー
ス
の
混
雑

伏
木

地
区

防
波

堤
15

0m
未

整
備

新
湊

地
区

静
穏

度
の

確
保

が
不

足

港
と
ＩＣ

を
結

ぶ
道

路
整

備
が

不
十

分

道
路
の
ア
ク
セ
ス
が
悪
く
、
ト
レ
ー
ラ
ー
が
十
分
に

通
行
で
き
な
い
。

コ
ン
テ
ナ
タ
ー
ミ
ナ
ル

（
-
1
4
m
）
2
8
0
m

１
号

１
号

岸
壁

岸
壁

バ
ル
ク
対
応
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蔵
置

能
力

が
不

足
し
逼

迫
し
て
い

る

北
陸

地
域

の
逼

迫
し
て
い

る
コ
ン
テ
ナ

置
き
場

の
状

況
北

陸
地

域
の

逼
迫

し
て
い

る
コ
ン
テ
ナ

置
き
場

の
状

況

北
陸

地
域

の
各

港
で
は

コ
ン
テ
ナ

の
蔵

置
能

力
が

不
足

し
て
お

り
、
早

急
な
対

応
が

必
要

で
あ

る
。

蔵
置

能
力

と
最

大
蔵

置
量

実
績

値
と
の

関
係

▲
8
0
T
E
U

1
,4
4
8
T
E
U

1
,3
6
8
T
E
U

空
ｺ
ﾝ
ﾃ
ﾅ

9
9
T
E
U

1
,5
5
1
T
E
U

1
,6
5
0
T
E
U

実
入

ｺ
ﾝ
ﾃ
ﾅ

伏
木

富
山

港

▲
1
,1
1
8
T
E
U

3
,7
0
8
T
E
U

2
,5
9
0
T
E
U

空
ｺ
ﾝ
ﾃ
ﾅ

1
,6
0
9
T
E
U

2
,7
2
1
T
E
U

4
,3
3
0
T
E
U

実
入

ｺ
ﾝ
ﾃ
ﾅ

新
潟

港

（
A
－

B
）

実
績

値
（
B
)

（
A
)

開
き
ｽ
ﾍ
ﾟｰ
ｽ

最
大

蔵
置

量
蔵

置
能

力
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上
海

伏
木

富
山

釜
山

大
連

青
島

小
樽

新
潟

境
港

金
沢

日
中

航
路

（
日

本
海

航
路

）
の

荷
動

き
（
事

例
）

日
中

航
路

（
日

本
海

航
路

）
の

荷
動

き
（
事

例
）

１
９
２

１
９
２

１
０
，
０
０
０

小
樽

１
２
５

１
２
５

６
，
５
０
０

境
港

８
１

１
６
３

８
，
５
０
０

伏
木

富
山

３
３
６

６
７
３

３
５
，
０
０
０

新
潟

Ｔ
Ｅ
Ｕ
／

週
・
便

Ｔ
Ｅ
Ｕ
／

週
Ｔ
Ｅ
Ｕ
／

年

‘
０
５
年

度
輸

出
入

実
績

港
湾

１
０
０
Ｔ
Ｅ
Ｕ

寄
港

４
０
０
Ｔ
Ｅ
Ｕ
＋

α
新

規
航

路

新
規

航
路

開
設

の
目

安６
６
２
Ｔ
Ｅ
Ｕ

１
便

／
週

（
２
船

）

日
本

海
北

海
道

境
=新

=伏
=小

=
大

=青
=上

=

５
６
６
Ｔ
Ｅ
Ｕ

１
便

／
週

（
２
船

）

日
本

海
新

=伏
=金

=
大

=青
=上

=

積
載

能
力

配
船

航
路

32
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（
事

例
）
商

船
三

井
ﾛ
ｼ
ﾞｽ
ﾃ
ｨｸ

ｽ
㈱

：
見

附
市

に
ｲ
ﾝ
ﾗ
ﾝ
ﾄﾞ
ﾃ
ﾞﾎ
ﾟを

開
設

（
事

例
）
商

船
三

井
ﾛ
ｼ
ﾞｽ
ﾃ
ｨｸ

ｽ
㈱

：
見

附
市

に
ｲ
ﾝ
ﾗ
ﾝ
ﾄﾞ
ﾃ
ﾞﾎ
ﾟを

開
設

■
今
年

4月
に
新
潟
県
見
附
市
の
県
営
中
部
産
業
団
地
内
に
イ
ン
ラ
ン
ド
デ
ポ
を
開
設

●
場

所
：
新

潟
県

見
附

市
新

幸
町

9-
5

県
営

中
部

産
業

団
地

（
面

積
：
5,

47
6㎡

）

●
整

備
主

体
：
新

潟
国

際
貿

易
タ
ー

ミ
ナ

ル
●

運
営

主
体

：
商

船
三

井
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ク
ス
株

式
会

社

●
通

関
・
保

税
蔵

置
場

の
機

能
を
最

大
限

活
用

、
顧

客
ニ

ー
ズ

を
先

取
り
し
た

物
流

サ
ー

ビ
ス
を
提

供
。

出
典

）
商

船
三

井
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ク
ス
（
株

）
H

P（
ht

tp
://

w
w

w
.m

ol
-lo

gi
st

ic
s.

co
.jp

/ja
pa

n/
jp

/in
de

x.
sh

tm
l）

出
典

）
日

本
海

事
新

聞
、

H
19

.4
.2

6

●
サ

ー
ビ
ス
内

容

①
輸
出
入
貨
物
の
通
関

②
保
税
機
能

(C
FS
機
能
）

③
新
潟
発
の
小
口
海
上
貨
物
の
混
載

④
航
空
・海
上
貨
物
の
ド
ア
サ
ー
ビ

ス
の
手
配
と
情
報
提
供

⑤
貨
物
の
短
期
保
管
・仕
分
け
・梱

包 ⑥
コ
ン
テ
ナ
デ
ポ
機
能

⑦
海
上
貨
物
の
集
積
・積
み
込
み
等

33
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シ
ベ

リ
ア
鉄

道
の

今
後

の
展

望
シ
ベ

リ
ア
鉄

道
の

今
後

の
展

望

●
シ
ベ
リ
ア
鉄
道
を
利
用
し
た
貨
物
輸
送
事
業
の
新
展
開

・
三

井
物

産
は

ロ
シ
ア
鉄

道
と
提

携
し
、
極

東
と
ロ
シ
ア
西

部
を
結

ぶ
シ
ベ

リ
ア
鉄

道
を
活

用
し
た

日
本

企
業

向
け

の
貨

物
輸

送
事

業
を
始

め
る
こ
と
を
公

表
し
た

。
主

な
顧

客
は

、
ロ
シ
ア
西

部
に

製
造

・
販

売
拠

点
を

持
つ

か
、
新

設
す

る
日

本
の

自
動

車
、
家

電
、
機

械
メ
ー

カ
ー

と
し
て
い

る
。

・
ま
た

、
近

鉄
エ
ク
ス
プ
レ
ス
も
シ
ベ

リ
ア
鉄

道
を
利

用
し
た

日
本

－
ロ
シ
ア
の

国
際

輸
送

を
行

う
も
の

と
し
、

複
数

の
家

電
メ
ー

カ
ー

の
共

同
積

み
合

わ
せ

で
コ
ン
テ
ナ

専
用

列
車

「
ブ
ロ
ッ
ク
ト
レ
イ
ン
」
を
仕

立
て
る
体

制
整

備
を
進

め
て
い

る
。

日
本

経
済

新
聞

（
平

成
19

年
７
月

20
日

付
記

事
）
、
日

本
海

事
新

聞
（
平

成
19

年
８
月

28
日

付
記

事
）
よ
り

・
ロ
シ
ア
へ

の
製

品
輸

出
で
シ
ベ

リ
ア
鉄

道
を
利

用
し
た

輸
送

が
考

え
ら
れ

る
。

・
モ
ス
ク
ワ

近
郊

か
ら
の

輸
入

で
、
シ
ベ

リ
ア
鉄

道
を
利

用
し
た

輸
送

が
で
き
な
い

か
。

ヨ
ー

ロ
ッ
パ

ま
で
の

輸
送

日
数

の
比

較
●
北
陸
企
業
の
期
待
（
ヒ
ア
リ
ン
グ
）

・
シ
ベ

リ
ア
鉄

道
を
利

用
し
た

輸
送

は
、
以

下
の

観
点

か
ら
も
伸

び
る
可

能
性

が
あ

る
。

▼
海

上
輸

送
に

代
わ

る
代

替
ル

ー
ト

▼
輸

送
日

数
の

短
縮

▼
Ｃ
Ｏ

2排
出

量
の

削
減

●
今
後
の
展
望

34
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E
U

15
%

北
米

1
5
%

中
南

米

1%

そ
の

他

1
%

中
東

0
%

ア
ジ

ア

6
8
%

東
京

国
際

空
港

0
%

中
部

国
際

空
港

4
%

小
松

空
港

0
%

関
西

国
際

空
港

2
0
%

新
潟

空
港

0
%

仙
台

空
港

0
%

そ
の

他

1
%

成
田

国
際

空
港

7
5
%

国
際
航
空
輸
送
の
動
向

・
北
陸
地
域
を
発
着
す
る
航
空
貨
物
の
大
半
は
ア
ジ
ア
方
面
（
中
国
、
香
港
、

韓
国
、
台
湾
が
全
体
の

6～
7割
占
め
る
）で
あ
る
。

・
北
陸
地
域
の
航
空
貨
物
の
大
半
は
成
田
国
際
空
港
や
関
西
国
際
空
港
を

経
由
し
て
お
り
、
地
元
の
北
陸
空
港
の
利
用
状
況
は
極
め
て
小
さ
い
。

出
典

）
物

流
動

向
調

査
、
財

務
省

関
税

局
、

H
18

.9
.1
～

7

北
陸

地
域

か
ら
輸

出
さ
れ

る
航

空
貨

物
の

行
き
先

北
陸

地
域

か
ら
輸

出
さ
れ

る
航

空
貨

物
が

経
由

す
る
空

港

北
陸
地
域
か
ら
発
生
す
る
貨
物
の
大

半
が
中
国
な
ど
の
東
ア
ジ
ア
で
あ
り
、

国
際
航
空
輸
送
に
お
け
る
北
陸
空
港

の
潜
在
的
ニ
ー
ズ
は
あ
る
。

国
際
航
空
輸
送
の
ト
レ
ン
ド
で
あ
る
『
ハ

ブ
＆
ス
ポ
ー
ク
ス
』
の
中
で
北
陸
地
域

の
空
港
が
ハ
ブ
空
港
に
ダ
イ
レ
ク
ト
に

繋
が
る
空
港
と
し
て
機
能
す
る
よ
う
に

貨
物
の
集
約
と
航
空
会
社
・
イ
ン
テ
グ

レ
ー
タ
ー
に
Ｐ
Ｒ
を
行
っ
て
い
く
こ
と
が

重
要
で
あ
る
。
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陸
上

輸
送

コ
ス
ト
削

減
効

果
陸

上
輸

送
コ
ス
ト
削

減
効

果

１
３
，
９
９
９
ト
ン

/月

（
京

浜
港

→
直

江
津

港
）

２
０
，
７
２
９
ト
ン

/月
（
阪

神
、

伊
勢

湾
港

→
敦

賀
港

）

１
９
，
５
１
５
ト
ン

/月
（
阪

神
、

伊
勢

湾
港

→
金

沢
港

）

１
０
，
２
８
０
ト
ン

/月
（
阪

神
、

伊
勢

湾
港

→
伏

木
富

山
港

）

１
９
，
９
０
１
ト
ン

/月

（
京

浜
港

→
新

潟
港

）

対
象

貨
物

対
近

海
・
東

南
ア
ジ
ア
輸

出
コ

ン
テ
ナ

貨
物

削
減

額
64

千
円

/T
E

U
削

減
額 87
千

円
/T

E
U

削
減

額
18

1千
円

/T
E

U
削

減
額

17
8千

円
/T

E
U

削
減

額
18

5千
円

/T
E

U

直
江

津
港

10
2千

円
/T

E
U

敦
賀

港
74

千
円

/T
E

U
金

沢
港

25
千

円
/T

E
U

伏
木

富
山

港
36

千
円

/T
E

U
新

潟
港 41
千

円
/T

E
U

京
浜

港

16
6千

円
/T

E
U

直
江

津
港

７
，
４
２
１
ト
ン

/月

長
野

県
上

田
市

阪
神

港
、

伊
勢

湾
港

16
1千

円
/T

E
U

敦
賀

港
２
，
１
９
３
ト
ン

/月

福
井

県
福

井
市

阪
神

港
、

伊
勢

湾
港

20
6千

円
/T

E
U

金
沢

港
１
０
，
３
２
１
ト
ン

/月

石
川

県
金

沢
市

阪
神

、
伊

勢
湾

港
21

4千
円

/T
E

U

伏
木

富
山

港
２
１
，
１
４
４
ト
ン

/月

富
山

県
富

山
市

京
浜

港

22
6千

円
/T

E
U

新
潟

港
２
２
，
８
４
２
ト
ン

/月

新
潟

県
新

潟
市

陸
上

輸
送

コ
ス
ト

削
減

効
果

H
15

全
輸

出

コ
ン
テ
ナ

貨
物

実
績

生
産

地

資
料

：
平

成
１
５
年

度
全

国
輸

出
入

コ
ン
テ
ナ

貨
物

流
動

調
査

H
15

.1
0.

1～
10

.3
1

港
湾

投
資

の
評

価
に

関
す

る
解

説
書

20
04

北
陸

地
域

か
ら
太

平
洋

側
港

湾
に

流
れ

て
い

る
コ
ン
テ
ナ

貨
物

が
、
北

陸
港

湾
に

シ
フ
ト
し
た

場
合

の
陸

上
輸

送
コ
ス
ト
削

減
効

果
の

算
出
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¥2
,2

91
,9

00
神

戸
港

→
香

港

¥2
,3

12
,9

00
敦

賀
港

→
釜

山
→

香
港

福
井

市
発

¥2
,3

66
,9

00
神

戸
港

→
香

港

¥2
,3

12
,9

00
金

沢
港

→
釜

山
→

香
港

石
川

県
白

山
市

発

¥2
,4

02
,9

00
名

古
屋

港
→

香
港

¥2
,1

32
,9

00
伏

木
富

山
港

→
釜

山
→

香
港

富
山

県
黒

部
市

発

¥2
,4

02
,9

00
東

京
港

→
香

港

¥2
,1

32
,9

00
直

江
津

港
→

釜
山

→
香

港
長

野
市

発

¥2
,5

52
,9

00
東

京
港

→
香

港

¥2
,1

32
,9

00
新

潟
港

→
釜

山
→

香
港

新
潟

市
発

輸
出

価
格

（
１
０

TE
U
）

輸
送

経
路

生
産

地

コ
ン
テ
ナ

貨
物

輸
出

価
格

比
較

コ
ン
テ
ナ

貨
物

輸
出

価
格

比
較
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港
湾

利
用

状
況

に
関

す
る
主

な
意

見
港

湾
利

用
状

況
に

関
す

る
主

な
意

見

11
,3
19

30
,5
31

60
,9
38

99
,9
18

79
,9
53

76
,7
24

24
,0
65

24
,0
24

30
,1
33

71
,1
36

67
,0
69

64
,9
06

4,
19
1

7,
06
0

5,
21
7

0%10
%

20
%

30
%

40
%

50
%

60
%

70
%

80
%

90
%

10
0%

H0
5

H1
0

H1
5

そ
の
他

阪
神
港

伊
勢
湾
港

京
浜
港

管
内
港

コ
ン
テ
ナ

流
動

調
査

の
結

果

京
浜

港
・
阪

神
港

の
利

用
が

多
く
、
平

成
15

年
で
全

体
の

約
60

％
を
占

め
て

い
る
。

ヒ
ア
リ
ン
グ

で
の

主
な
意

見

・
新

潟
港

は
、
横

浜
港

よ
り
も
日

数
が

か
か

る
。
＜

荷
主

（
化

学
）
＞

・
輸

送
日

数
が

短
く
な
ら
な
い

と
利

用
で
き
な
い

。
＜

荷
主

（
機

械
）
＞

・
伏

木
富

山
港

は
名

古
屋

港
よ
り
輸

送
日

数
が

か
か

る
。
＜

荷
主

（
日

用
品

）
＞

リ
ー

ド
タ
イ
ム

が
長

い
リ
ー

ド
タ
イ
ム

が
長

い

輸
送

コ
ス
ト
が

高
い

輸
送

コ
ス
ト
が

高
い

信
頼

性
が

低
い

信
頼

性
が

低
い

・
釜

山
ト
ラ
ン
シ
ッ
プ
が

あ
る
の

で
日

数
が

読
め

な
い

。
＜

多
数

＞
・
釜

山
ト
ラ
ン
シ
ッ
プ
は

、
定

時
性

・
確

実
性

に
問

題
。
＜

多
数

＞

航
路

が
少

な
い

航
路

が
少

な
い

・
航

路
が

充
実

し
て
い

る
た

め
神

戸
港

を
利

用
。
＜

荷
主

（
機

械
）
＞

・
便

数
が

増
え
な
け

れ
ば

利
用

で
き
な
い

。
＜

荷
主

（
機

械
）
＞

・
敦

賀
港

よ
り
コ
ス
ト
が

安
い

の
で
神

戸
港

を
利

用
。
＜

荷
主

（
繊

維
）
＞

・
直

江
津

港
は

清
水

港
よ
り
も
コ
ス
ト
を
下

げ
る
こ
と
。
＜

荷
主

（
雑

貨
）
＞

上
記

等
の

理
由

か
ら
、
京

浜
港

・
阪

神
港

等
を
利

用
し
て
い

る
企

業
が

多
い

。
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0

1
0
,0
0
0

2
0
,0
0
0

3
0
,0
0
0

4
0
,0
0
0

H8
H9
H1

0
H1

1
H1

2
H1

3
H1

4
H1

5
H1

6
H1

7

H2
4

H2
9

千
ト
ン
／

年

輸
出

入
コ
ン
テ
ナ

貨
物

の
需

要
予

測
結

果
輸

出
入

コ
ン
テ
ナ

貨
物

の
需

要
予

測
結

果

統
計

的
な
予

測
に

加
え
て
、
北

陸
港

湾
の

背
後

圏
の

コ
ン
テ
ナ

貨
物

に
転

換
す

る
貨

物
を
考

慮
し

た
場

合
な
ど
、
幅

を
持

た
せ

た
需

要
推

計
を
実

施
し
た

。

Ｄ
：
北

陸
港

湾
貨

物
の

ト
レ
ン
ド

推
計

Ｅ
：
北

陸
港

湾
貨

物
の

全
国

の
伸

び
率

に
よ
る
推

計

Ｂ
：
北

陸
地

域
・
周

辺
地

域
貨

物
の

北
陸

港
湾

利
用

率
ア
ッ
プ

Ｃ
：
北

陸
地

域
貨

物
の

北
陸

港
湾

利
用

率
ア
ッ
プ

コ
ン
テ
ナ

貨
物

の
需

要
予

測
結

果

５
年
後

（
H
2
4
)

1
0
年
後

（
H
2
9
)

コ
ン
テ
ナ

貨
物

の
上

限
値

の
推

定
○

さ
ら
な
る
背

後
圏

の
拡

大
○

バ
ル

ク
貨

物
か

ら
コ
ン
テ
ナ

貨
物

へ
の

転
換

実
績

H
17

実
績

：
38

9万
ト
ン

85
1万

ト
ン

75
4万

ト
ン

55
7万

ト
ン

4.
7倍

(年
率

13
.8
％

）

2.
2倍

（
年

率
6.

7%
）

1.
9倍

（
年

率
5.

7%
）

1.
4倍

（
年

率
3.

0%
）

Ａ
：
北

陸
及

び
３
大

都
市

圏
貨

物
の

東
ア
ジ
ア
諸

国
経

済
成

長
率

の
伸

び

36
40

万
ト
ン

18
38

万
ト
ン

上
限

下
限

9.
4倍

（
年

率
20

.5
%

)

計
画

貨
物

量
：

56
9万

ト
ン

(H
20

代
前

半
～

後
半

）

敦
賀

港

直
江

津
港

金
沢

港

伏
木

富
山

港

新
潟

港

19
84

万
ﾄﾝ

44
4万

ﾄﾝ

81
9万

ﾄﾝ

17
8万

ﾄﾝ

21
5万

ﾄﾝ

平
成

17
年

の

神
戸

港
以

上

39
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最
終

提
言

最
終

提
言

提
言
１
北
陸
地
域
の
国
際
物
流
機
能
の
改
善
・強
化

提
言
２
多
様
な
輸
送
経
路
へ
の
対
応

提
言
３
企
業
の
立
地
促
進
に
向
け
た
取
り
組
み

提
言
４
北
陸
地
域
の
国
際
物
流
機
能
の
利
用
促
進

2-
1

北
東

ア
ジ
ア
と
の

多
様

な
輸

送
モ
ー

ド
の

構
築

3-
1

Ｓ
Ｃ
Ｍ

の
構

築
に

適
し
た

北
陸

地
域

の
企

業
立

地
の

促
進

3-
2

効
率

的
な
企

業
活

動
を
支

援
す

る
た

め
の

タ
ー

ミ
ナ

ル
と
近

隣
地

の
一

体
的

な
利

用

4-
1

地
域

間
・
港

湾
間

連
携

に
よ
る
国

際
物

流
機

能
の

利
用

促
進

4-
2

ＩＴ
を
活

用
し
た

国
際

物
流

機
能

の
利

用
促

進

1-
1

国
際

物
流

機
能

の
強

化
に

よ
る
沖

待
ち
等

の
解

消
1-

2
北

陸
地

域
の

厳
し
い

自
然

条
件

に
負

け
な
い

国
際

物
流

機
能

の
改

善
1-

3
効

率
的

な
集

荷
・
集

配
を
可

能
と
す

る
高

機
能

物
流

セ
ン
タ
ー

の
整

備

40
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『
提

言
1

北
陸

地
域

の
国

際
物

流
機

能
の

改
善

・
強

化
』

『
提

言
1

北
陸

地
域

の
国

際
物

流
機

能
の

改
善

・
強

化
』

1
-1
 国
際
物
流
機
能
の
強
化
に
よ
る

沖
待
ち
の
解
消

1
-2
 北
陸
の
厳
し
い
自
然
条
件
に

負
け
な
い
国
際
物
流
機
能
の
改
善

→
防

波
堤

や
道

路
の

整
備

を
行

い
、
国

際
物

流
輸

送
に

お
け

る
定

時
性

の
確

保
を
図

る
。

→
岸

壁
や

ク
レ
ー

ン
な
ど
の

不
足

に
対

応
す

る
施

設
を
整

備
す

る
。

1
-3
 効
率
的
な
集
配
を
可
能
と
す
る

高
機
能
物
流
セ
ン
タ
ー
の
整
備

→
臨

機
応

変
な
輸

送
モ
ー

ド
の

選
択

が
で
き
る

柔
軟

な
対

応
が

可
能

な
物

流
セ

ン
タ
ー

を
整

備
す

る
。

IC
道
路
機
能
の
改
善

雪
等
に
よ
る
交
通
障
害

や
渋
滞
の
発
生

整
備
途
中
の
幹
線

道
路

集
荷
・集
配
機
能
が

不
十
分

イ
ン
ラ
ン
ド
デ

ポ

高
機
能
物
流
セ
ン
タ
ー

の
整
備現
状

の
課

題

国
際

物
流

機
能

の
強

化

ク
レ
ー
ン
不
足

の
解
消

静
穏
度
の
確
保

沖
待
ち
の
解
消

水
深
・ヤ
ー
ド
不

足
の
解
消

波
浪
に
よ
る

荷
役
障
害

沖
待
ち
の
発
生

水
深
・ヤ
ー
ド
不
足

ク
レ
ー
ン
不
足

41



22

『
1-

1 
北

陸
物

流
機

能
の

強
化

に
よ
る
沖

待
ち
等

の
解

消
』
の

具
体

策
と
効

果

『
1-

1 
北

陸
物

流
機

能
の

強
化

に
よ
る
沖

待
ち
等

の
解

消
』
の

具
体

策
と
効

果

沖
待
ち
解
消
の
た
め
の
岸
壁
、
ク
レ
ー
ン
な
ど
の
施
設
整
備

●
期
待
さ
れ
る
効
果

・沖
待
ち
の
解
消
と
滞
船
コ
ス
ト
の
削
減

・
荷
役
コ
ス
ト
の
低
減

・
地
元
港
湾
利
用
の
促
進

●
具
体
的
な
効
果

新
潟

港
の

コ
ン
テ
ナ

タ
ー

ミ
ナ

ル
の

岸
壁

及
び

ク

レ
ー

ン
の

整
備

を
図

り
取

扱
能

力
が

向
上

す
る
こ

と
で
、
沖

待
ち
が

削
減

さ
れ

る

・沖
待
ち
隻
数
削
減
(H
1
8
6
9
隻
）

沖
待

ち
が

解
消

で
き
な
い

と
、

・
航

路
の

信
頼

性
が

低
下

し
、
荷

が
逃

げ
る
。

・
滞

船
コ
ス
ト
が

発
生

し
費

用
負

担
が

増
加

す
る
。

伏
木

富
山

港
で
は

、
岸

壁
の

整
備

に
よ
り
バ

ル
ク

船
の

沖
待

ち
が

解
消

さ
れ

、
滞

船
コ
ス
ト
が

削
減

さ
れ

る
。

・
年
間
約
１
億
円
の
滞
船
コ
ス
ト
の
削
減

岸
壁
、
ク
レ
ー
ン
等

を
整
備
す
る
こ
と
で
、

沖
待
ち
を
解
消
す
る

こ
と
が
可
能
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『
1-

2 
北

陸
の

厳
し
い

自
然

条
件

に
負

け
な
い

国
際

物
流

機
能

の
改

善
』

の
具

体
策

と
効

果

『
1-

2 
北

陸
の

厳
し
い

自
然

条
件

に
負

け
な
い

国
際

物
流

機
能

の
改

善
』

の
具

体
策

と
効

果

定
時
性
確
保
の
た
め
の
防
波
堤
及
び
道
路
の
整
備

●
期
待
さ
れ
る
効
果

・
荷
役
障
害
の
解
消
と
コ
ス
ト
の
削
減

・
貨
物
取
扱
能
力
の
向
上

・
陸
上
輸
送
の
効
率
化

●
具
体
的
な
効
果

防
波

堤
の

整
備

に
よ
り
静

穏
性

が
確

保
さ
れ

る
こ
と
で
荷

役
障

害
が

低
減

し
、
荷

役
コ
ス
ト
が

削
減

さ
れ

る
。

・
荷
役
コ
ス
ト
の
削
減

（
１
０
０
～
５
０
０
万
円
／
年
）

幹
線

道
路

等
の

整
備

に
よ
り
、
工

場
と
北

陸
港

湾
間

の
輸

送
回

数
が

増
え
る
こ
と
で
、
陸

上
輸

送
コ
ス
ト
が

削
減

さ
れ

る
。

・
港
湾
と
の
輸
送
回
数

２
回
／
日
→
３
回
／
日

定
時

性
が

確
保

で
き
な
い

と
、

・
航

路
の

信
頼

性
が

低
下

し
、
荷

が
逃

げ
る
。

・
余

分
な
荷

役
コ
ス
ト
や

輸
送

コ
ス
ト
が

発
生

す
る
。

＜
荷
役
コ
ス
ト
の
削
減
＞

＜
陸
上
輸
送
の
効
率
化
＞

IC

陸
上
輸
送
の
効

率
化
な
ど
の
効

果
が
見
込
ま
れ

る

●
道

路
の

整
備

●
防

波
堤

の
整

備

荷
役
障
害
の
解
消

に
よ
る
コ
ス
ト
削

減
や
取
扱
能
力
の

向
上
な
ど
の
効
果

が
見
込
ま
れ
る

43



24

『
1-

3
効

率
的

な
集

荷
・
集

配
を
可

能
と
す

る
高

機
能

物
流

セ
ン
タ
ー

の
整

備
』
の

具
体

策
と
効

果

『
1-

3
効

率
的

な
集

荷
・
集

配
を
可

能
と
す

る
高

機
能

物
流

セ
ン
タ
ー

の
整

備
』
の

具
体

策
と
効

果

・
輸
送
経
路
の
自
由
な
選
択

・
輸
送
コ
ス
ト
の
削
減

高
機
能
物
流
セ
ン
タ
ー
の
整
備
と
利
用
促
進

・
北
陸
港
湾
の
利
用
促
進

●
期
待
さ
れ
る
効
果 イ

ン
ラ
ン
ド
デ

ポ
高

機
能

物
流

ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

国
内
工
場
等

北
陸
港
湾
・空
港

太
平
洋
側
港
湾
・空
港

＜
高
機
能
物
流
セ
ン
タ
ー
設
置
に
伴
う
物
流
機
能
の
強
化
＞

利
用
促
進

●
具
体
的
な
効
果

高
機

能
物

流
セ

ン
タ
ー

を
設

け
る
こ
と
で
、
多

様
な
輸

送
ニ

ー
ズ

に
対

応
し
た

輸
出

入
が

可
能

に
な
り
、
自

由
な
輸

送
経

路
の

選
択

が
で
き
る
よ

う
に

な
る
。

高
機

能
物

流
セ

ン
タ
ー

の
集

荷
機

能
を
活

か

す
こ
と
に

よ
り
、
一

定
量

の
貨

物
を
集

め
る
こ
と

で
コ
ン
テ
ナ

航
路

の
開

設
や

増
便

を
促

す
こ
と
が

期
待

さ
れ

る
。

高
機

能
物

流
セ

ン
タ
ー

が
な
い

と
、

・
輸

送
経

路
を
個

別
に

選
択

す
る
と
手

続
き

が
煩

雑
に

な
る
。

・
ま
と
ま
っ
た

量
の

貨
物

が
集

め
に

く
い

。

＜
輸
送
経
路
の
自
由
な
選
択
＞

＜
北
陸
港
湾
の
利
用
促
進
＞
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『
提

言
２

多
様

な
輸

送
経

路
へ

の
対

応
』

『
提

言
２

多
様

な
輸

送
経

路
へ

の
対

応
』

2
-1
 北
東
ア
ジ
ア
と
の
多
様
な
輸
送
モ
ー
ド

の
構
築

→
中

国
や

韓
国

等
と
の

ダ
イ
レ
ク
ト
便

の
開

設
、
増

便
な
ど
国

際
コ
ン
テ
ナ

航
路

を
充

実
す

る
。

○
東
ア
ジ
ア
諸
国
と
の
国
際
コ
ン
テ
ナ
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
の
構
築

○
国
際
フ
ェ
リ
ー
、
Ｒ
Ｏ
Ｒ
Ｏ
輸
送
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
構
築

→
対

岸
諸

国
と
北

陸
地

域
を
結

ぶ
国

際
フ
ェ
リ
ー

、
Ｒ

Ｏ
Ｒ
Ｏ
輸

送
の

航
路

を
開

設
す

る
。

○
航
空
輸
送
路
の
拡
大

→
北

陸
地

域
の

空
港

に
お

い
て
北

東
ア
ジ
ア
と
の

国
際

航
空

路
線

を
充

実
す

る
。

●
●

●

●

●

●

新
潟

直
江

津

伏
木

富
山

敦
賀

金
沢

束
草

ト
ロ
イ
ツ
ァ

●

●
●

ウ
ラ
ジ
オ

ス
ト
ク

ナ
ホ

ト
カ

コ
ン
テ
ナ

航
路

や
航

空
路

の
ダ

イ
レ
ク
ト
便

大
陸

輸
送

回
廊

日
本

海
横

断
航

路
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新
潟

直
江

津

伏
木

富
山

金
沢

敦
賀

ナ
ホ

ト
カ

ウ
ラ
ジ
オ

ス
ト
ク

ト
ロ
イ
ツ
ァ

釜
山

束
草

新
潟

小
松

富
山

大
連

『
2-

1 
北

東
ア
ジ
ア
と
の

多
様

な
輸

送
モ
ー

ド
の

構
築

』
の

具
体

策
と
効

果
『
2-

1 
北

東
ア
ジ
ア
と
の

多
様

な
輸

送
モ
ー

ド
の

構
築

』
の

具
体

策
と
効

果

ロ
シ
ア

中
国

韓
国

北
朝
鮮

海
上
貨
物
及
び
航
空
貨
物
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
整
備
・
拡
充

東
北
部

フ
ェ
リ
ー

Ｒ
Ｏ
Ｒ
Ｏ
船

コ
ン
テ
ナ
船

航
空
路

港
湾

空
港

航
空
路

●
期
待
さ
れ
る
効
果

・
北
東
ア
ジ
ア
と
の
輸
送
時
間
の
短
縮

・
海
上
輸
送
と
航
空
輸
送
の
連
携

●
具
体
的
な
効
果

極
東

ロ
シ
ア
と
の

ダ
イ
レ
ク
ト
航

路
の

開
設

に
よ
り
、

中
国

東
北

部
の

工
場

か
ら
北

陸
へ

の
輸

送
で
、
大

連
経

由
の

輸
送

か
ら
日

本
海

横
断

航
路

の
利

用
に

よ
り
輸

送
日

数
の

短
縮

が
可

能
に

な
る
。

・
輸
送
日
数
の
短
縮

（
７
～
１
１
日
→
２
～
３
日
）

多
様

な
輸

送
モ
ー

ド
が

構
築

さ
れ

な
い

と
、

・
長

い
時

間
を
か

け
た

輸
送

が
継

続
す

る
。

・
太

平
洋

側
の

港
湾

や
空

港
に

頼
る
輸

送
が

継
続

す
る
。

＜
中
国
東
北
部
と
の
輸
送
日
数
の
短
縮
＞
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3
-1
 Ｓ
Ｃ
Ｍ
の
構
築
に
適
し
た

北
陸
地
域
へ
の
企
業
立
地
の

促
進

→
貨

物
の

保
管

に
加

え
て
、
流

通
加

工
、
検

査
・

検
品

を
行

え
る
（
仮

称
）
高

度
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ク
ス

支
援

セ
ン
タ
ー

の
設

置

提
言

３
企

業
の

立
地

促
進

に
向

け
た

取
り
組

み
提

言
３

企
業

の
立

地
促

進
に

向
け

た
取

り
組

み

3
-2
 効
率
的
な
企
業
活
動
を

支
援
す
る
た
め
の
タ
ー
ミ
ナ
ル
と

そ
の
近
接
地
の
一
体
的
な
利
用

→
臨

海
部

へ
の

企
業

の
進

出
意

欲
に

対
応

し
た

用
地

の
提

供
、
貨

物
取

扱
機

能
の

強
化

国
内
工
場
等

（仮
称
）高
度
ロ
ジ
ス

テ
ィ
ク
ス
支
援
セ
ン
タ
ー

海 外

流
通
加
工
、
検
査
・検
品

な
ど
高
度
な
物
流
に
対
応

タ
ー
ミ
ナ
ル
と
一
体

と
な
っ
た
企
業
立
地
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『
3-

1 
Ｓ
Ｃ
Ｍ

の
構

築
に

適
し
た

企
業

立
地

の
促

進
』
の

具
体

策
と
効

果
『
3-

1 
Ｓ
Ｃ
Ｍ

の
構

築
に

適
し
た

企
業

立
地

の
促

進
』
の

具
体

策
と
効

果

・貨
物
集
約
に
よ
る
多
様
な
輸
送

経
路
の
確
保

・高
度
な
物
流
対
応
に
よ
る
地
域

経
済
（雇
用
）効
果
が
発
現

●
期
待
さ
れ
る
効
果

国
内
工
場
等

（仮
称
）高
度
ロ
ジ
ス

テ
ィ
ク
ス
支
援
セ
ン
タ
ー

保
管
（
保
税
蔵
置
含
む
）
、
流

通
加
工
、
検
査
・
検
品
が
可
能

な
ク
ロ
ス
ド
ッ
キ
ン
グ
機
能
を

持
っ
た
倉
庫
を
設
置

（
仮
称
）
高
度
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ク
ス
支
援
セ
ン
タ
ー
の
立
地
支
援

●
具
体
的
な
効
果

北
陸

地
域

に
（
仮

称
）
高

度
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ク
ス
支

援
セ

ン
タ
ー

を
設

け
、
保

管
、
流

通
加

工
、
検

査
・
検

品
す

る
こ
と
で
、
地

域
全

体
に

以
下

の
経

済
効

果
が

発
現

す
る
。

売
上
高
：
約
1
,0
0
0
億
円
/
年

雇
用
：
約
3
,0
0
0
人
/
年

・
新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
の

創
出

空
港

港
湾

海 外

利
用
し
や
す
い
空
港
・
港
湾
を

選
択
す
る
こ
と
が
可
能
（
多
様
な

輸
送
モ
ー
ド
・
経
路
の
確
保
）

※
将

来
、
貨

物
量

が
大

幅
に

増
加

し
て
も
、
高

度
な
物

流
機

能
に

対
応

で
き
な
い

と
北

陸
地

域
を
貨

物
が

通
過

す
る
だ

け
と
な
り
、
地

域
の

活
性

化
に

寄
与

し
な
い
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●
期
待
さ
れ
る
効
果

タ
ー
ミ
ナ
ル
と
近
接
地
の
一
体
的
利
用
の
促
進

●
具
体
的
な
効
果

金
沢

港
の

港
湾

関
連

用
地

（
約

20
ha

）
に

企
業

が
立

地
す

る
と
、

以
下

の
経

済
効

果
が

発
現

す
る
。

売
上
高
：
約
3
0
0
億
円
/
年

雇
用
：
約
1
,0
0
0
人
/
年

・
陸
上
輸
送
コ
ス
ト
の
低
減

・
特
殊
車
両
の
通
行
許
可
手
続
き

の
簡
略
化

・
リ
ー
ド
タ
イ
ム
の
短
縮

タ
ー
ミ
ナ
ル
と
一
体

と
な
っ
た
企
業
立
地

余
計
な
横
持
ち
輸
送

の
縮
減
や
リ
ー
ド
タ
イ

ム
短
縮
な
ど
の
効
果

が
見
込
ま
れ
る

『
3-

2 
効

率
的

な
企

業
活

動
を
支

援
す

る
た

め
の

タ
ー

ミ
ナ

ル
と

そ
の

近
接

地
の

一
体

的
な
利

用
』
の

具
体

策
と
効

果

『
3-

2 
効

率
的

な
企

業
活

動
を
支

援
す

る
た

め
の

タ
ー

ミ
ナ

ル
と

そ
の

近
接

地
の

一
体

的
な
利

用
』
の

具
体

策
と
効

果

内
陸
荷
主
ま
で
の

非
効
率
な
輸
送

タ
ー
ミ
ナ
ル
か

ら
離
れ
た
と
こ

ろ
に
企
業
立
地

し
て
い
る
た
め
、

非
効
率
な
陸
上

輸
送
が
発
生

港
湾

関
連

用
地

20
.2

ha
資

料
）
石

川
県

の
工

業
（
平

成
17

年
工

業
統

計
調

査
）

注
）
従

業
者

3
0
人

以
上

の
事

業
所

、
工

業
用

地
が

対
象
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4
-1
 地
域
間
・港
間
連
携
に
よ
る

国
際
物
流
機
能
の
利
用
促
進

4
-2
 Ｉ
Ｔ
を
活
用
し
た
国
際
物
流
機
能
の

利
用
促
進

提
言

４
北

陸
地

域
の

国
際

物
流

機
能

の
利

用
促

進
提

言
４

北
陸

地
域

の
国

際
物

流
機

能
の

利
用

促
進

→
地

域
間

・
港

間
で
連

携
し
、
北

陸
地

域
が

一
体

と
な
っ
た

港
湾

機
能

の
あ

り
方

検
討

や
ポ

ー
ト
セ

ー
ル

ス
活

動
を
推

進
す

る
。

→
ＩＴ
を
活

用
し
、
物

流
情

報
提

供
、
ゲ

ー
ト
管

理
、
入

出
港

手
続

き
等

の
情

報
化

を
進

め
る

と
と
も
に

、
北

陸
地

域
間

で
共

通
の

仕
様

と
す

る
こ
と
で
、
地

域
間

の
連

携
を
強

化
す

る
。

北
陸

地
域

国
際

物
流

戦
略

チ
ー

ム
シ
ン
ポ

ジ
ウ

ム
(H

19
.3
、
金

沢
市

)

従
来
ま
で
の
ポ
ー
ト
セ
ー
ル
ス
と
併

せ
て
、
北
陸
地
域
が
一
体
と
な
っ
て

利
用
促
進
活
動
を
推
進
す
る

Ｗ
ｅ
ｂ
な
ど
を
活
用
し
各

種
手
続
き
の
簡
略
化
、
必

要
な
情
報
配
信
の
実
施

北
陸

地
域

国
際

物
流

戦
略

チ
ー

ム
西

部
ブ
ロ
ッ
ク
ワ

ー
キ

ン
グ

(H
19

.1
0、

敦
賀

市
)

例
）
新

潟
東

港
コ
ン
テ
ナ

タ
ー

ミ
ナ

ル
コ
ン
ト
ロ
ー

ル
セ

ン
タ
ー

H
P
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●
具
体
的
な
効
果

北
陸

地
域

が
連

携
し
て
貨

物
を
集

め
、
新

規
航

路
（
50

0T
EU

/週
）

を
開

設
し
た

場
合

、
以

下
の

経
済

効
果

が
発

現
す

る
。

※
北

陸
地

域
は

各
地

域
・
港

湾
間

が
密

接
に

関
係

し
て
い

る
た

め
、
あ

る
港

湾
だ

け
物

流
機

能
の

強
化

・
改

善
効

果
が

小
さ
い

も
の

と
な
る
。

『
4-

1 
地

域
間

・
港

間
連

携
に

よ
る
国

際
物

流
機

能
の

利
用

促
進

』

の
具

体
策

と
効

果

『
4-

1 
地

域
間

・
港

間
連

携
に

よ
る
国

際
物

流
機

能
の

利
用

促
進

』

の
具

体
策

と
効

果

北
陸

港
湾

に
コ
ン
テ
ナ

1T
E

U
が

シ
フ
ト

し
た

こ
と
に

よ
る
ト
ー

タ
ル

コ
ス
ト
削

減
額

京
浜
港

北
陸
港
湾

名
古
屋
港

阪
神
港

約
5
億
円
/
年
｛＝
1
.8
万
円
×
5
0
0
T
E
U
×
5
2
週
｝

諸
外
国

（
近
海
）

地
域
が
連
携
し
貨

物
の
集
約
を
図
る

こ
と
で
、
新
規
航

路
開
設
や
国
際

フ
ェ
リ
ー
・
R

O
R

O
船
な
ど
の
新
た
な

輸
送
網
の
構
築
が

見
込
ま
れ
る

北
陸
地
域
は
密
接
に
影
響
し

て
い
る
た
め
、
ひ
と
つ
の
ボ
ト

ル
ネ
ッ
ク
が
地
域
全
体
に
波
及

地
域
が
一
体
と
な
っ
て
物
流
機

能
の
強
化
、
Ｐ
Ｒ
等
が
必
要

諸
外
国

（
近
海
）

①
沖
待
ち
発
生

③
沖
待
ち

波
及

②
波
及

④
波
及

⑤
波
及

地
域
間
・港
間
連
携
に
よ
る
北
陸
地
域
が
一
体
で
取
り
組
む
ポ
ー
ト
セ
ー
ル
ス
の
実
施

●
期
待
さ
れ
る
効
果

・貨
物
集
積
に
よ
る
航
路
確
保

・
新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
の
創
出

・地
域
間
連
携
に
よ
る
需
要
拡
大
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32

●
具
体
的
な
効
果

新
潟

東
港

の
ゲ

ー
ト
シ
ス
テ
ム

IT
化

に
伴

う
効

果
は

以
下

の
通

り
。

現
状
（
貨
物
量
が
1
6
.4
万
T
E
U
）
：
約
2
億
円
/
年

将
来
（貨
物
量
が
9
.4
倍
増
加
）：

約
2
0
億
円
/
年

※
ゲ

ー
ト
シ
ス
テ
ム

の
効

率
化

（
IT
化

な
ど
）
を
進

め
な
け

れ
ば

、
今

後
予

測
さ
れ

る
需

要

増
大

に
対

応
で
き
ず

、
ボ

ト
ル

ネ
ッ
ク
と
な
る
。

『
4-

2
ＩＴ
を
活

用
し
た

国
際

物
流

機
能

の
利

用
促

進
』
の

具
体

策
と
効

果
『
4-

2
ＩＴ
を
活

用
し
た

国
際

物
流

機
能

の
利

用
促

進
』
の

具
体

策
と
効

果

タ
ー
ミ
ナ
ル

書
類
な
ど
の

手
渡
し
が
原

因
に
よ
る
処

理
時
間
が

か
か
る

渋
滞
発
生
！
！

■
ゲ
ー
ト
IT
シ
ス
テ
ム
導
入
前

タ
ー
ミ
ナ
ル

ＩＣ
カ
ー
ド
を

活
用
す
る

こ
と
で
ゲ
ー

ト
処
理
時

間
が
短
縮

さ
れ
る

■
ゲ
ー
ト
IT
シ
ス
テ
ム
導
入
後

ゲ
ー
ト
シ
ス
テ
ム

IT
化
に
よ
る
効
果

ゲ
ー
ト

IT
化
に
伴
い
ト
ラ
ッ
ク
の
時
間
短
縮

効
果
が
発
現
す
る
と
と
も
に
、
渋
滞
に
よ
る

沿
道
環
境
の
負
荷
も
軽
減
す
る需

要
予

測
よ
り
、
貨

物
量

の
伸

び
が

最
も
上

位
に

推
移

し
た

際
の

10
年

後
の

伸
び

率

●
期
待
さ
れ
る
効
果

・
輸
送
手
続
き
の
簡
略
化
・
迅
速
化

・情
報
提
供
に
よ
る
輸
送
効
率
化

・I
T化
に
伴
う
連
携
促
進

港
湾
の
入
出
港
に
係
る
諸
手
続
き
及
び
タ
ー
ミ
ナ
ル
ゲ
ー
ト
の
ＩＴ
化
の
推
進
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平
成

19
年

度
地

域
自

立
活

性
化

調
査

第
１
回

専
門

研
究

会

平
成

20
年

1月
11

日
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調
査

の
検

討
体

制
お

よ
び

背
景

1
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<北
陸

の
視

点
で
検

討
>

開
催

2月
8日

(金
)

新
潟

市

チ
サ

ン
・
コ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス

テ
ー

マ
国

際
フ
ェ
リ
ー

の
活

用
に

よ
る

北
陸

の
産

業
と
観

光
振

興

研
究

会
報

告
(ア

ド
バ

イ
ザ

ー
)

・
武

蔵
工

業
大

学
高

松
教

授

座
長 ・
東

北
学

院
大

学
柳

井
教

授

有
識

者
（
メ
ン
バ

ー
）

・
元

富
山

大
学

雨
宮

氏
（
地

域
）

・
Ｅ
Ｒ
ＩＮ

Ａ
三

橋
特

別
研

究
員

（
対

岸
）

・
中

越
運

送
・
新

潟
日

報
記

者
(o

rオ
ブ
ザ

ー
バ

ー
)

・
JT

B新
潟

支
店

長

・
新

潟
県

・
北

陸
地

方
整

備
局

港
湾

空
港

部
長

オ
ブ
ザ

ー
バ

ー
・
北

陸
信

越
運

輸
局

<一
般

に
周

知
>

開
催 2月

20
日

新
潟

市
・
朱

鷺
メ
ッ
セ

テ
ー

マ 国
際

フ
ェ
リ
ー

の
活

用
に

よ
る

北
陸

の
産

業
と
観

光
振

興
あ

い
さ
つ

新
潟

県
・
新

潟
市

国
土

交
通

省
基

調
講

演
(一

名
)

・
Ｅ
Ｒ
ＩＮ

Ａ
三

橋
特

別
研

究
員

（
対

岸
）

・
東

北
学

院
大

学
柳

井
教

授
パ

ネ
ル

デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン

（
コ
ー

デ
ィ
ネ

ー
タ
ー

）
・
新

潟
市

都
市

政
策

研
究

所
望

月
氏

(パ
ネ

ラ
ー

）
・
北

東
ア
ジ
ア
フ
ェ
リ
ー

・
小

島
衣

料
(中

国
進

出
企

業
)

・
JT

B新
潟

支
店

長

・
商

船
三

井
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ク
ス
取

締
役

・
総

合
政

策
研

究
会

理
事

長
玉

置
氏

・
新

潟
県

・
北

陸
地

方
整

備
局

（
イ
ン
フ
ラ
整

備
）

オ
ブ
ザ

ー
バ

ー
北

陸
信

越
運

輸
局

有
識

者
懇

談
会

シ
ン
ポ

ジ
ウ

ム

＊
後

援
：
新

潟
日

報
、
毎

日
新

聞
社

<全
国

の
視

点
で
検

討
>

第
一

回
・
・
・
1月

11
日

(金
)

新
潟

市
開

催
テ
ー

マ
: 「

北
陸

地
域

国
際

物
流

戦
略

」
話

題
提

供
: 東

北
学

院
大

柳
井

教
授

第
二

回
・
・
・
1月

18
日

(金
)

東
京

都
内

開
催

テ
ー

マ
: 「

ア
ジ
ア
貿

易
」

話
題

提
供

: 新
潟

大
学

溝
口

准
教

授

第
三

回
・
・
・
1月

25
日

(金
)

東
京

都
内

開
催

テ
ー

マ
: 「

日
本

海
国

際
横

断
フ
ェ
リ
ー

」
話

題
提

供
: E

R
IN

A
三

橋
特

別
研

究
員

＊
第

四
回

、
五

回
・
・
・
2月

20
日

以
降

調
整

中
、
東

京
都

内
で
開

催
話

題
提

供
: 東

海
大

学
松

尾
教

授
、

富
山

大
学

李
准

教
授

委
員 （
委

員
)

・
総

合
政

策
研

究
会

理
事

長
玉

置
氏

・
総

合
政

策
研

究
会

理
事

吉
原

氏
・
武

蔵
工

業
大

学
高

松
教

授
・
マ
ス
コ
ミ
関

係
者

＊
第

一
回

は
、
会

議
の

後
に

新
潟

港
の

視
察

お
よ
び

17
時

以
降

に
意

見
交

換
会

を
予

定
。

研
究

会

北
陸

地
域

国
際

物
流

戦
略

チ
ー

ム
の

提
言

お
よ
び

政
策

研
究

会
の

意
見

を
反

映
さ
せ

た
懇

談
会

と
す

る
。

北
陸

地
域

国
際

物
流

戦
略

チ
ー

ム
の

提
言

(特
に

「
多

様
な
輸

送
経

路
の

構
築

」
)

を
切

り
口

と
し
た

研
究

テ
ー

マ
と
す

る
。

有
識

者
懇

談
会

の
意

見
お

よ
び

国
際

フ
ェ
リ
ー

利
用

者
の

意
見

を
反

映
さ
せ

た
シ
ン
ポ

ジ
ウ

ム
と
す

る
。

調
査

の
検

討
体

制
調

査
の

検
討

体
制

※
赤

字
は

調
整

中
2
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北
東

ア
ジ
ア
地

域
と
北

陸
地

域
北

東
ア
ジ
ア
地

域
と
北

陸
地

域

3
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東
ア
ジ
ア
域

内
に

お
い

て
鉱

工
業

品
の

中
間

財
貿

易
額

は
、
1
9
9
0
年

と
比

較
し
て
2
0
0
3
年

に
は

大
幅

に
増

加
し

て
い

る
。
東

ア
ジ
ア
全

体
で
見

る
と
、
中

間
財

輸
出

額
で
は

我
が

国
か

ら
の

も
の

が
最

も
多

く
な
っ
て
い

る
。

出
典

：
経

済
産

業
省

、
厚

生
労

働
省

、
文

部
科

学
省

「
2
0
0
6
年

版
も
の

づ
く
り
白

書
」
よ
り
抜

粋

1
9
9
0
年

2
0
0
3
年

日
本

A
S
E
A
N
4

中
国

韓
国

日
本

A
S
E
A
N
4

中
国

韓
国

5
0

1
2
4 4
2

1
5
6

2
7

5
2

1
0

6

2
2

7

2
7

7

1
2
0
(2
.4
倍

)

2
5
3
(2
.0
倍

)

1
6
4
(3
.9
倍

)

3
3
3
(2
.1
倍

)

2
0
9
(7
.7
倍

)

4
9
6
(9
.5
倍

)

1
0
4
(1
0
.4
倍

)

3
0
9
(5
1
.5
倍

)

8
1
(3
.7
倍

)5
4
(7
.7
倍

)

1
0
4
(3
.9
倍

)
2
1
5
(3
0
.7
倍

)

1
2

1
2
7
(1
0
.6
倍

)

（
※

）
こ
の

分
類

は
、
鉱

工
業

品
貿

易
に

つ
い

て
、
そ

の
製

造
工

程
に

お
け

る
違

い
に

基
づ

き
、
「
素

材
・
原

料
」
、
「
中

間
財

（
加

工
品

、
部

品
）
」
、
「
最

終
財

（
資

本
財

、
消

費
財

）
」
の

３
つ

の
カ
テ
ゴ
リ
ー

に
分

け
た

も
の

。

（
億

ド
ル

）
（
億

ド
ル

）

東
ア
ジ
ア
に

お
け

る
鉱

工
業

品
中

間
財

の
貿

易
状

況
の

変
化

（
※

）

我
が

国
と
ア
ジ
ア
地

域
の

経
済

交
流

の
拡

大

4
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北
陸

地
域

の
国

際
物

流
を
支

え
る
海

上
コ
ン
テ
ナ

の
現

状
北

陸
地

域
の

国
際

物
流

を
支

え
る
海

上
コ
ン
テ
ナ

の
現

状

国
際

コ
ン
テ
ナ

取
扱

貨
物

量

（
管

内
航

路
別

）

管
内

国
際

コ
ン
テ
ナ

取
扱

貨
物

量

（
管

内
港

別
）

0

5
0

1
0
0

1
5
0

2
0
0

2
5
0

3
0
0

H
1
H
2
H
3
H
4
H
5
H
6
H
7
H
8
H
9
H
1
0
H
1
1
H
1
2
H
1
3
H
1
4
H
1
5
H
1
6
H
1
7
H
1
8

千
T
E
U

敦
賀
港

金
沢
港

伏
木
富
山
港

直
江
津
港

新
潟
港

0

5
0

1
0
0

1
5
0

2
0
0

2
5
0

3
0
0

H
1

H
2

H
3

H
4

H
5

H
6

H
7

H
8

H
9
H
1
0
H
1
1
H
1
2
H
1
3
H
1
4
H
1
5
H
1
6
H
1
7
H
1
8

千
T
E
U

S
L
B
(
ｼ
ﾍ
ﾞ
ﾘ
ｱ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
ﾌ
ﾞ
ﾘ
ｯ
ｼ
ﾞ
)

北
東
ｱ
ｼﾞ
ｱ

そ
の
他

中
国

韓
国

東
南
ｱ
ｼﾞ
ｱ

直
近

の
５
ヶ
年

で
３
２
％

の
増

加
韓

国
・
中

国
航

路
が

急
伸

5
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日
本

海
横

断
国

際
フ
ェ
リ
ー

の
今

昔

6
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◆
国
際
フ
ェ
リ
ー
の
現
状

日
本

に
お

け
る
国

際
フ
ェ
リ
ー

航
路

は
、
北

部
九

州
お

よ
び

阪
神

地
区

の
港

湾
を
中

心
に

、
日

韓
間

、
日

中
間

の
サ

ー
ビ
ス
が

展
開

さ
れ

て
お

り
、
特

に
近

年
（
2
0
0
2
年

以
降

）
、
航

路
開

設
が

活
発

化
し
て
い

る
。
現

在
、
日

韓
フ
ェ
リ
ー

は
合

計
週

1
6
便

、
そ

の
内

、
北

部
九

州
の

航
路

が
1
3
便

就
航

し
、
日

中
フ
ェ
リ
ー

は
合

計
週

9
便

、
そ

の
内

、
北

部
九

州
の

航
路

が
6
便

就
航

し
て
い

る
。
最

近
の

貨
物

量
を
見

る
と
、
中

国
の

経
済

発
展

な
ど
の

影
響

に
よ
っ
て
中

国
の

貨
物

量
が

増
加

し
て
お

り
、
今

後
も
日

中
間

の
貨

物
量

は
増

加
し
て
行

く
と
予

測
さ
れ

る
。

○
日

本
の

国
際

フ
ェ
リ
ー

航
路

図
-８

国
際

フ
ェ
リ
ー

航
路

図

0

10
,0
00

20
,0
00

30
,0
00

40
,0
00

50
,0
00

60
,0
00

20
02

20
03

20
04

（T
EU

)

下
関

⇔
釜

山

博
多

⇔
釜

山

広
島

⇔
釜

山

大
坂

⇔
釜

山

0

5,
00

0

10
,0
00

15
,0
00

20
,0
00

25
,0
00

30
,0
00

20
02

20
03

20
04

（T
EU

)

下
関

⇔
青

島

博
多

⇔
上

海

図
-１

０
日

中
航

路
の

貨
物

輸
送

量
の

推
移

図
-９

日
韓

航
路

の
貨

物
輸

送
量

の
推

移

※
注

博
多

⇔
上

海
は

R
O

R
O
船

の
貨

物
量

[
資
料
]北
陸
地
域
国
際
物
流
戦
略
チ
ー
ム
資
料

7

60



◆
三
角
航
路
に
つ
い
て

三
角

航
路

と
は

、
日

本
（
新

潟
）
、
韓

国
（
束

草
）
、
ロ
シ
ア
（
ト
ロ
イ
ツ
ア
）
を
結

ぶ
日

本
海

横
断

国
際

フ
ェ
リ
ー

航
路

の
こ
と
を
指

す
。

こ
の

三
角

航
路

の
最

大
の

メ
リ
ッ
ト
は

、
日

韓
、
日

露
だ

け
で
は

な
く
日

中
間

、
つ

ま
り
、
ロ
シ
ア
・
北

朝
鮮

の
背

後
に

あ
る
中

国
の

東
北

三
省

と
の

人
流

・
物

流
の

活
性

化
を
促

進
し
、
地

域
の

活
性

化
及

び
経

済
効

果
の

向
上

が
期

待
で
き
る
点

で
あ

る
。

○
三

角
航

路
に

つ
い

て

図
－

１
１

日
本

海
横

断
航

路
計

画
ス
ケ

ジ
ュ
ー

ル
と
航

路
ル

ー
ト

（
ロ
シ
ア
）

（
中
国
）

（
韓
国
）

中
国
東
北
部

【
取

扱
貨

物
（
想

定
）
】

輸
入

貨
物

：
ア
パ

レ
ル

製
品

、
木

材
加

工
品

、
食

料
加

工
品

輸
出

貨
物

：
ア
パ

レ
ル

原
料

材
、
日

常
生

活
用

品
、
中

古
自

動
車

・
新

潟
と
ロ
シ
ア
・
ト
ロ
イ
ツ
ァ
、
韓

国
・
束

草
を
結

ぶ
「
日

本
海

横
断

航
路

」
が

平
成

２
０
年

３
月

下
旬

に
開

設
さ
れ

る
見

通
し
と
な
っ
た

。

・
運

航
に

使
用

す
る
船

舶
は

、
韓

国
船

社
（
東

春
フ
ェ
リ
ー

）
所

有
の

「
新

東
春

号
」
（
総

ト
ン
数

13
,0

00
ト
ン
、
旅

客
定

員
57

6人
、
貨

物
能

力
13

2T
EU

）

・
運

航
ル

ー
ト
は

束
東

→
新

潟
→

ト
ロ
イ
ツ
ァ

・
運

航
は

４
カ
国

（
日

本
、
韓

国
、

中
国

、
ロ
シ
ア
）
の

民
間

が
主

体
と

な
っ
て

出
資

す
る
合

弁
会

社
（
北

東
ア
ジ
ア
フ
ェ
リ
ー

株
式

会
社

）
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◆
交
流
の
海
だ
っ
た
日
本
海

日
本

海
は

、
古

代
（
紀

元
8
～

1
0
世

紀
）
渤

海
と
の

交
流

や
、
江

戸
時

代
の

朝
鮮

国
と
の

交
流

が
盛

ん
に

行
わ

れ
て
い

た
。
ま
た

、
江

戸
時

代
に

は
北

前
船

の
寄

港
地

と
し
て
日

本
海

側
の

各
港

は
活

況
を
呈

し
て
い

た
。

近
代

（
明

治
～

昭
和

初
期

）
に

は
、
①

韓
国

併
合

に
よ
る
韓

国
の

日
本

領
土

化
、
②

満
州

国
の

建
国

、
な
ど
に

よ
り
、
多

数
の

環
日

本
海

航
路

が
開

設
さ
れ

る
こ
と
と
な
っ
た

。
そ

の
時

代
に

は
敦

賀
な
ど
が

窓
口

と
な
り
、
朝

鮮
・
満

州
と
の

交
流

が
盛

ん
に

行
わ

れ
、
ま

た
シ
ベ

リ
ア
鉄

道
を
通

じ
て
、
欧

州
ま
で
の

ル
ー

ト
が

開
か

れ
て
い

た
。

［
資
料
］
（
社
）
土
木
学
会
中
部
支
部
：

『
国
造
り
の
歴
史
－
中
部
の
土
木
史
』
、

1
9
8
8.
2
.2
5

図
－

１
古

代
・江

戸
時

代
の

交
流

ル
ー

ト

［
資
料
］
田
邊
貞
造
・
畠
中
隆
輔
『
北
日
本
汽
船
株
式
会

社
二
十
五
年
史
』
19
2
9
.6
.
20
、
北
日
本
汽
船
㈱

図
－

２
昭

和
初

期
の

北
日

本
汽

船
の

定
期

航
路

図

［
資
料
］
旧
敦
賀
駅
舎

図
－

４
東

京
～

ベ
ル

リ
ン
切

符
（
ウ

ラ
ジ
オ

ス
ト
ク
・
ハ

バ
ロ
フ
ス
ク
・

ワ
ル

ソ
ー

経
由

）

図
－

３
北

日
本

汽
船

㈱
の

ポ
ス
タ
ー

（
昭

和
8～

12
年

こ
ろ
）

敦
賀

港
を
窓

口
と
し
て
、
東

京
～

ベ
ル

リ
ン
が

一
枚

の
切

符
で
行

け
た

こ
と
を
示

す
切

符
朝

鮮
・
満

州
国

の
と
の

交
流

に
よ
っ
て
、
航

路
数

が
大

幅
に

増
加

し
た

9
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◆
港
の
繁
栄
が
地
域
活
性
化
に
与
え
た
影
響

江
戸

時
代

、
日

本
海

沿
岸

地
域

・
北

海
道

と
大

阪
を
結

ぶ
航

路
（
北

前
航

路
）
は

江
戸

時
代

後
期

か
ら
明

治
中

期
ま
で
北

前
船

が
就

航
し
、
大

い
に

賑
わ

っ
て
い

た
。
し
か

し
、
明

治
5
年

（
1
8
7
2
年

）
以

後
、
太

平
洋

岸
の

本
州

縦
断

路
線

の
開

通
、
北

海
道

・
北

九
州

路
線

の
開

通
、
東

京
と
日

本
海

沿
岸

地
域

、
大

阪
と
日

本
海

沿
岸

地
域

を
結

ぶ
路

線
の

開
通

な
ど
鉄

道
網

の
発

達
や

明
治

時
代

の
日

本
の

経
済

発
展

が
欧

米
向

け
で
あ

っ
た

影
響

か
ら
、
日

本
海

沿
岸

地
方

の
経

済
発

展
は

遅
れ

、
明

治
3
0
年

代
に

な
る
と
北

前
航

路
は

衰
退

し
た

。

明
治

～
大

正
間

の
日

本
の

都
市

人
口

の
変

化
を
見

る
と
、
開

港
場

で
あ

っ
た

新
潟

港
以

外
の

日
本

海
側

地
域

は
人

口
が

頭
打

ち
の

状
態

で
あ

る
が

、
そ

の
他

の
開

港
場

（
横

浜
・
神

戸
・
長

崎
・
函

館
）
は

大
き
く
人

口
を
伸

ば
し
て
お

り
、
活

発
な

港
湾

活
動

が
地

域
活

性
化

に
与

え
る
影

響
を
示

し
て
い

る
。

［
資
料
］
沢
本
守
幸
：
『
公
共
投
資
10
0
年
の
歩
み
』
、
19
8
1
.1
2
.1

図
－

６
鉄

道
網

発
達

状
況

（
明

治
38

年
〈
19

05
〉
末

）

［
資
料
］
（
財
）
日
本
海
事
科
学
振
興
財
団

船
の
科
学
館
：
『
特
別
展
「
北
前
船
」
1
9
9
3
.
3

図
－

５
北

前
船

の
主

な
航

路
と
寄

港
地

図
－

７
明

治
～

大
正

年
間

の
都

市
人

口
の

推
移

鉄
道

の
発

達
等

に
よ
っ
て
、

物
流

の
基

幹
ル

ー
ト
が

太
平

洋
側

に
シ
フ
ト
し
た

日
本

海
側

の
地

域

0

2
0

4
0

6
0

8
0

1
0
0

1
2
0

1
4
0

秋
田

米
沢

新
潟

富
山

金
沢

福
井

鳥
取

松
江

人口（千人）

明
治

1
1
年

大
正

9
年

新
潟

以
外

の
開

港
場

05010
0

15
0

20
0

25
0

30
0

35
0

40
0

45
0

50
0

横
浜

神
戸

長
崎

函
館

人口（千人）

明
治

11
年

大
正

9年

60
8.
6

人
口

（
千

人
）順

位
人

口
（
千

人
）順

位
東

京
6
7
1
.3

1
2
1
7
3
.2

1
大

阪
2
9
1
.6

2
1
2
5
2
.9

2
京

都
2
3
2
.7

3
5
9
1
.3

4
名

古
屋

1
1
3
.6

4
4
3
0

5
金

沢
1
0
7
.9

5
1
2
9
.3

1
1

広
島

7
6
.7

6
1
6
0
.5

8
和

歌
山

6
2
.1

7
8
3
.5

2
3

横
浜

6
1
.5

8
4
2
2
.9

6
○

富
山

5
8
.4

9
6
1
.8

3
5
○

仙
台

5
5

1
0

1
1
9

1
2

堺
4
5
.7

1
1

8
5
.1

2
2

福
岡

4
5
.5

1
2

9
5
.4

1
7

熊
本

4
4
.6

1
3

7
0
.4

2
7

神
戸

4
4
.1

1
4

6
0
8
.6

3
○

福
井

4
1
.6

1
5

5
6
.6

3
7
○

松
江

3
6
.5

1
6

3
7
.5

6
3
○

新
潟

3
5
.6

1
7

9
2
.1

1
9

鳥
取

3
4
.7

1
8

2
9
.3

7
7
○

弘
前

3
3
.4

1
9

3
2
.8

7
3
○

岡
山

3
3
.3

2
0

9
4
.6

1
8
○

長
崎

3
2
.6

2
1

1
7
6
.5

7
○

鹿
児

島
3
2
.1

2
2

1
0
3
.2

1
4
○

函
館

3
1
.2

2
3

1
4
4
.7

9
○

秋
田

3
1

2
4

3
6
.3

6
7
○

高
松

3
0
.2

2
5

4
6
.6

4
8
○

盛
岡

2
9
.5

2
6

4
2
.4

5
3
○

高
知

2
9
.1

2
7

4
9
.3

4
4

松
山

2
8
.1

2
8

5
1
.3

4
1

米
沢

2
7
.7

2
9

4
3

5
2
○

彦
根

2
7
.5

3
0

1
7
.7

1
8
7
8
（
明

治
1
1
）

1
9
2
0
（
大

正
9
）

注
：
○

ラ
ン
ク
ア
ッ
プ
都

市
　
　
○

２
０
以

上
ラ
ン
ク
ダ

ウ
ン
都

市
[
資
料
]『
日
本
経
済
史
』
よ
り
作
成
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広
島

（
タ
）

(広
島

県
広

島
市

)
新

南
陽

(山
口

県
新

南
陽

市
)

姫
路

貨
物

(兵
庫

県
姫

路
市

)
東

福
山

(広
島

県
福

山
市

)
西

岡
山

(岡
山

県
岡

山
市

)
西

浜
松

(静
岡

県
浜

松
市

)
静

岡
貨

物
(静

岡
県

静
岡

市
)

梅
小

路
(京

都
府

京
都

市
)

岐
阜

（
タ
）

(岐
阜

県
岐

阜
市

)
隅

田
川

(東
京

都
荒

川
区

)
神

栖
(茨

城
県

鹿
島

郡
)

川
崎

貨
物

(神
奈

川
県

川
崎

市
)

横
浜

羽
沢

(神
奈

川
県

横
浜

市
)

越
谷

（
タ
）

(埼
玉

県
越

谷
市

)

宇
都

宮
（
タ
）

(栃
木

県
河

内
郡

)

郡
山

（
タ
）

(福
島

県
郡

山
市

)

宮
城

野
(宮

城
県

仙
台

市
)

盛
岡

（
タ
）

(岩
手

県
盛

岡
市

)

八
戸

貨
物

(青
森

県
八

戸
市

)

五
稜

郭
(北

海
道

函
館

市
)

苫
小

牧
(北

海
道

苫
小

牧
市

)

札
幌

（
タ
）

(北
海

道
札

幌
市

)

東
京

（
タ
）

(東
京

都
品

川
区

)

神
戸

（
タ
）

(兵
庫

県
神

戸
市

)
北

九
州

（
タ
）

(福
岡

県
北

九
州

市
)

大
竹

(広
島

県
大

竹
市

)

北
旭

川
(北

海
道

旭
川

市
)

新
富

士
(北

海
道

釧
路

市
)

仙
台

港
(宮

城
県

仙
台

市
)

小
名

浜
(福

島
県

い
わ

き
市

)

京
葉

久
保

田
(千

葉
県

袖
ヶ
浦

市
)

横
浜

本
牧

(神
奈

川
県

横
浜

市
)

安
治

川
口

（
大

阪
府

大
阪

市
）

梅
田

（
大

阪
府

摂
津

市
）

四
日

市
(三

重
県

四
日

市
市

)

名
古

屋
（
タ
）

(愛
知

県
名

古
屋

市
)

名
古

屋
南

貨
物

(愛
知

県
東

海
市

)

新
座

（
タ
）

（
埼

玉
県

新
座

市
）

倉
賀

野
（
群

馬
県

高
崎

市
）

秋
田

貨
物

(秋
田

県
秋

田
市

)

大
阪

（
タ
）

（
大

阪
府

摂
津

市
）

金
沢

（
タ
）

(石
川

県
金

沢
市

)

富
山

貨
物

(富
山

県
富

山
市

)

黒
井

(新
潟

県
上

越
市

)

新
潟

（
タ
）

(新
潟

県
新

潟
市

)

東
水

島
(岡

山
県

倉
敷

市
)

高
松

（
タ
）

(愛
媛

県
高

松
市

)
新

居
浜

(愛
媛

県
新

居
浜

市
)

福
岡

（
タ
）

(福
岡

県
福

岡
市

)

鹿
児

島
（
タ
）

(鹿
児

島
県

鹿
児

島
市

)

熊
本

（
熊

本
県

熊
本

市
）

ト
リ
ッ
プ
リ
フ
タ
ー

配
置

駅
一

覧

○
駅

名
横

の
数

字
は

荷
役

機
械

の
取

扱
可

能
能

力
。

○
輸

送
可

能
コ
ン
テ
ナ

は
8f

t（
幅

）
×

8f
t6

in
（
高

）
×

20
ft（

長
）
。

赤
字

の
路

線
で
は

9f
t6

in
（
高

：
ハ

イ
キ

ュ
ー

ブ
）
も
輸

送
可

能
。

駅
で
は

40
ft（

長
）
コ
ン
テ
ナ

を
取

り
扱

い
。

駅
で
は

30
ft（

長
）
コ
ン
テ
ナ

を
取

り
扱

い
。

駅
で
は

20
ft（

長
）
コ
ン
テ
ナ

を
取

り
扱

い
。

帯
広

（
北

海
道

帯
広

市
）

24
t

24
t

24
t

24
t

24
t

24
t

24
t

24
t

24
t

31
t

24
t

35
t

(0
5.

6～
)

24
t

24
t

24
t

24
t

24
t

24
t

24
t

24
t

24
t

20
t

24
t

35
t

35
t

24
t

24
t

24
t

24
t

24
t

35
t

24
t

24
t

24
t

24
t

24
t

20
t

20
t

24
t

24
t

35
t 35

t

24
t

24
t

24
t

24
t

24
t

24
t

24
t

(0
5.

7～
)

24
t

24
t

24
t

(0
5.

6～
)

Ａ Ｂ Ｃ

：
臨

港
地

区
内

：
臨

港
地

区
に

隣
接

：
内

陸
部

タ
ー

ミ
ナ

ル
立

地

B

ＡB

Ａ

Ａ

B

Ａ

Ａ

B

ＢＢ

ＢＢ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

ＢＢ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ

ＢＢ

Ｃ

ＣＣＣＣＣＣ
Ｃ Ｃ

Ｃ

Ｃ
Ｃ

Ｃ
Ｃ

Ｃ

Ｃ

Ｃ

ＣＣ

Ｃ

Ｃ

Ｃ
Ｃ

Ｃ

苫
小

牧
港

釧
路

港

函
館

港

八
戸

港

仙
台

塩
釜

港

小
名

浜
港 鹿

島
港

千
葉

港

川
崎

港

東
京

港
横

浜
港

秋
田

港

新
潟

港

直
江

津
港

名
古

屋
港

四
日

市
港

名
古

屋
港

大
阪

港

神
戸

港

高
松

港
新

居
浜

港

水
島

港

広
島

港
大

竹
港

徳
山

下
松

港
北

九
州

港

博
多

港

鹿
児

島
港

資
料

：
日

本
貨

物
鉄

道
貨

物
株

式
会

社
資

料
よ
り
国

土
交

通
省

港
湾

局
作

成

●
Ｊ
Ｒ
貨

物
が

コ
ン
テ
ナ

取
扱

駅
と
し
て
有

し
て
い

る
１
２
８
の

貨
物

タ
ー

ミ
ナ

ル
の

う
ち
、
５
２
タ
ー

ミ
ナ

ル
に

お
い

て
海

上
コ
ン
テ

ナ
の

取
扱

が
可

能
。

●
海

上
コ
ン
テ
ナ

の
取

扱
が

可
能

な
５
２
タ
ー

ミ
ナ

ル
の

う
ち
、
臨

港
地

区
内

に
タ
ー

ミ
ナ

ル
の

あ
る
駅

数
は

、
５
駅

。
臨

港
地

区
に

隣
接

し
て
タ
ー

ミ
ナ

ル
の

あ
る
駅

数
は

、
２
３
駅

。

◆
港
湾
に
隣
接
す
る
海
上
コ
ン
テ
ナ
取
扱
Ｊ
Ｒ
貨
物
駅

11
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◆
北
陸
地
方
整
備
局
管
内
の
高
速
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

12
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新
潟

港
の

現
状

13
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新
潟

西
港

新
潟

西
港

新
潟

東
港

新
潟

東
港

•
信

濃
川

河
口

に
位

置
す

る
河

口
港

•
フ
ェ
リ
ー

タ
ー

ミ
ナ

ル
・
国

際
旅

客
タ
ー

ミ
ナ

ル

•
人

流
・
国

際
交

流
拠

点
・
国

内
物

流

•
日

本
海

沿
岸

の
工

業
開

発
の

拠
点

と
し
て
整

備
さ
れ

た
掘

込
港

•
エ
ネ

ル
ギ

ー
基

地
（
Ｌ
Ｎ
Ｇ
年

間
約

74
0万

ト
ン
）

•
日

本
海

側
唯

一
の

国
際

海
上

コ
ン
テ
ナ

タ
ー

ミ
ナ

ル

西
港

・
東

港
の

役
割

海
上

出
入

貨
物

取
扱

量
の

推
移

3
4
,0
0
5

3
2
,2
5
0

3
2
,8
4
0

3
1
,9
1
5

3
3
,3
1
8

3
1
,9
1
5

3
1
,7
0
2

0

5
,0
0
0

1
0
,0
0
0

1
5
,0
0
0

2
0
,0
0
0

2
5
,0
0
0

3
0
,0
0
0

3
5
,0
0
0

4
0
,0
0
0

4
5
,0
0
0

H
1
1

H
1
2

H
1
3

H
1
4

H
1
5

H
1
6

H
1
7

（
千

ト
ン
）

移
入

移
出

輸
入

輸
出

海
上

出
入

貨
物

取
扱

量
の

推
移

14
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港
湾

別
外

貿
コ
ン
テ
ナ

個
数

ラ
ン
キ

ン
グ

（
単

位
：
千

T
E
U
）

順
位 1

横
浜

2
,7
2
7

東
京

2
,6
3
8

東
京

3
,5
9
4

2
東

京
1
,8
4
6

横
浜

2
,2
6
2

横
浜

2
,7
2
7

3
名

古
屋

1
,4
7
7

神
戸

2
,0
3
9

名
古

屋
2
,3
0
7

4
大

阪
1
,3
5
0

名
古

屋
1
,7
5
8

神
戸

1
,8
8
5

5
神

戸
1
,3
4
5

大
阪

1
,4
7
4

大
阪

1
,8
0
2

6
北

九
州

3
6
8

博
多

4
7
4

博
多

6
2
1

7
博

多
2
5
6

清
水

3
7
6

清
水

4
1
1

8
清

水
2
5
2

北
九

州
3
5
5

北
九

州
4
0
8

9
那

覇
6
5

苫
小

牧
1
4
9

苫
小

牧
1
7
1

10
苫

小
牧

6
3

四
日

市
1
0
4

新
潟

1
5
7

11
下

関
6
0

新
潟

9
3

広
島

1
4
9

12
広

島
4
0

那
覇

7
6

四
日

市
1
4
5

13
四

日
市

3
7

広
島

7
5

仙
台

塩
釜

9
9

14
新

潟
3
4

下
関

6
5

水
島

9
8

15
徳

山
下

松
2
3

千
葉

5
8

下
関

8
5

16
伏

木
富

山
1
7

水
島

5
7

福
山

7
4

17
岩

国
1
7

仙
台

塩
釜

4
4

那
覇

7
1

18
三

田
尻

中
関

1
3

川
崎

4
4

徳
山

下
松

6
5

19
金

沢
1
0

岩
国

4
0

伊
万

里
5
8

20
今

治
9

伏
木

富
山

3
8

志
布

志
5
7

H
7
年

H
1
7
年

（
速

報
値

）
H
1
2
年

05101520

H
7

H
8

H
9

H
10

H
11

H
12

H
13

H
14

H
15

H
16

H
17

H
18

（万
TE

U）

015
0

30
0

45
0

60
0(％
)

新
潟

港
ｺﾝ

ﾃﾅ
取

扱
量

(T
EU

)

新
潟

港
増

加
率

(H
7基

準
)

全
国

増
加

率
(H

7基
準

)

伸
び

続
け

る
外

貿
コ
ン
テ
ナ

取
扱

量

・
日

本
海

側
唯

一
の

国
際

海
上

C
T、

コ
ン
テ
ナ

取
扱

量
増

加
率

全
国

平
均

を
大

き
く
凌

ぎ
、

施
設

不
足

が
深

刻
化

。

全
国

平
均

1.
5倍

・
H

18
取

扱
量

16
万

Ｔ
Ｅ
Ｕ
突

破
（
16

3,
89

8T
E

U
）
取

扱
量

全
国

10
位

（
速

報
値

）

・
H

19
上

半
期

取
扱

量
87

,0
80

TE
U
対

前
年

比
１
．
０
４
（
3,

20
0T

E
U
増

）

・
H

19
．

4過
去

最
高

月
間

取
扱

量
を
記

録
。
（
16

,5
19

TE
U
）

⇒
H

7を
基

準
と
し
、
全

国
平

均
増

加
率

１
．
５
倍

、
新

潟
港

増
加

率
４
．
５
倍

新
潟

港
4.

5倍

15
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コ
ン
テ
ナ

船
の

コ
ン
テ
ナ

船
の

沖
待

ち
解

消
が

急
務

沖
待

ち
解

消
が

急
務

コ
ン
テ
ナ

取
扱

量
増

加
に

伴
い

、
沖

待
ち
恒

常
化

。
早

期
の

岸
壁

整
備

が
必

要
。

＜
沖

待
ち
の

発
生

状
況

＞
◆

Ｈ
１
６
実

績
３
４

３
４
隻隻

最
大

２
５
時

間
２
５
時

間
の

沖
待

ち
ブ
ラ
イ
ト
・
ゴ
ー

ル
ド
号

(韓
国

航
路

)
◆

Ｈ
１
７
実

績
５
７

５
７
隻隻

最
大

３
３
時

間
３
３
時

間
の

沖
待

ち
ﾕ
ﾆ
ﾊ
ﾞｰ
ｻ
ﾙ
・
ｱ
ｲ
ﾗ
ﾝ
ﾄﾞ
号

(中
国

航
路

)
◆

Ｈ
１
８
実

績
６
９

６
９
隻隻

最
大

５
５
時

間
５
５
時

間
の

沖
待

ち
ア
ル

タ
ス
号

（
韓

国
航

路
）

〈
曜

日
別

沖
待

ち
発

生
状

況
〉

（
単

位
：
隻

）

月
火

水
木

金
土

日
合

計

平
成

１
６
年

５
６

４
９

３
４

３
３
４

平
成

１
７
年

１
８

８
１
５

２
０

３
２

５
７

平
成

１
８
年

１
１

５
９

２
３

１
５

３
３

６
９

年
々

増
加

２
隻

の
コ
ン
テ
ナ

船
が

接
岸

し
て
お

り
、
沖

待
ち
が

発
生

す
る

接
岸

で
き
ず

接
岸

中

接
岸

中

16
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新
潟

東
港

の
企

業
立

地
（
新

潟
東

港
工

業
地

帯
）

昭
和

３
８
年

東
港

開
発

計
画

開
始

平
成

１
９
年

３
月

東
港

開
発

計
画

終
了

面
積

：
1
,5
3
3
h
a（

う
ち
工

業
用

地
9
0
5
h
a）

※
新

潟
県

H
Pよ

り
引

用
・
企
業
数

21
8
社
（
回
答
1
8
4
社
）

・
雇
用
者
数
9
,
3
4
7
人

・
出
荷
額
等
3
,
2
8
6
億
円

・
税
収

57
億
円
（
新
潟
県
、
新
潟
市
、
聖
籠
町
）

※
H
1
8
.
5
新
潟
県
の
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
よ
り

17
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▲
中

央
ふ

頭
（
西

）
（
コ
ー

ク
ス
、
石

灰
石

）

▲
西

ふ
頭

（
コ
ン
テ
ナ

［
家

具
装

備
品

、
衣

服
・
見

廻
品

・
は

き
も
の

］
）

▲
南

ふ
頭

（
製

材
・
原

木
）

▲
新

潟
LN

G
バ

ー
ス

（
LN

G
［
液

化
天

然
ガ

ス
］
）

▲
中

央
ふ

頭
（
東

）
（
木

材
チ
ッ
プ
）

▲
東

ふ
頭

（
と
う
も
ろ
こ
し
）

新
潟

東
港

の
主

要
岸

壁
取

扱
貨

物

18
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新
潟

地
震

に
よ
る
被

害
新

潟
地

震
に

よ
る
被

害

東
港

区
開

港
東

港
区

開
港

白
山

白
山

新
潟

み
な
と
ト
ン
ネ

ル
新

潟
み

な
と
ト
ン
ネ

ル

新
潟

港
の

沿
革

年
（西

暦
）

主
な
出

来
事

元
和

2年
(1
61

6)
長

岡
城

主
堀

直
寄

に
よ
っ
て
、
港

町
と
し
て
の

基
礎

が
築

か
れ

る
。

寛
文

11
年

(1
67

1)
河

村
瑞

賢
に
よ
り
西

回
り
航

路
の

寄
港

地
に
指

定
。

明
治

元
年

(1
86

8)
5港

（函
館

、
新

潟
、
神

奈
川

、
兵

庫
、
長

崎
）の

一
つ
と
し
て
開

港

昭
和

4年
(1
92

9)
日

満
航

路
開

始
、
対

岸
貿

易
の

門
戸

と
し
て
栄

え
る

昭
和

26
年

(1
95

1)
重

要
港

湾
の

指
定

を
受

け
る

昭
和

38
年

(1
96

3)
東

港
建

設
工

事
を
太

郎
代

地
区

に
お
い
て
開

始
。

昭
和

42
年

(1
96

7)
特

定
重

要
港

湾
の

指
定

を
受

け
る

昭
和

44
年

(1
96

9)
東

港
開

港

昭
和

55
年

(1
98

0)
外

貿
コ
ン
テ
ナ
船

就
航

（ト
ラ
ン
ス
シ
ベ
リ
ア
コ
ン
テ
ナ
航

路
）

昭
和

58
年

(1
98

3)
東

港
Ｌ
Ｎ
Ｇ
バ

ー
ス
供

用
開

始

昭
和

63
年

(1
98

8)
台

湾
、
香

港
、
韓

国
を
結

ぶ
東

南
ア
ジ
ア
コ
ン
テ
ナ
航

路
開

設

昭
和

63
年

(1
98

8)
韓

国
釜

山
港

と
の

間
に
釜

山
航

路
開

設

平
成

7年
(1
99

5)
大

連
･青

島
･上

海
を
結

ぶ
中

国
航

路
開

設

平
成

8年
(1
99

6)
日

本
海

側
唯

一
の

「中
核

国
際

港
湾

」と
し
て
位

置
付

け
ら
れ

る

平
成

8年
(1
99

6)
新

潟
県

地
域

輸
入

促
進

計
画

（新
潟

F
A
Z
計

画
）承

認

平
成

12
年

(2
00

0)
港

湾
計

画
改

訂

平
成

14
年

(2
00

2)
「新

潟
み

な
と
ト
ン
ネ
ル

」「
柳

都
大

橋
」供

用
開

始
（5

月
）

平
成

14
年

(2
00

2)
韓

国
釜

山
と
北

朝
鮮

羅
津

を
結

ぶ
北

東
ア
ジ
ア
コ
ン
テ
ナ
航

路
開

設
（8

月
）

平
成

17
年

(2
00

5)
「新

潟
み

な
と
ト
ン
ネ
ル

」全
線

供
用

開
始

平
成

7
年

(1
9
9
5
)
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新
潟
西
港
の
主
な
立
地
状
況

東
北

電
力

（
株

）
東

北
電

力
（
株

）
新

潟
火

力
発

電
所

新
潟

火
力

発
電

所

臨
港

ふ
頭

臨
港

ふ
頭

（
（
株

）
ﾘ
ﾝ
ｺ
ｰ
ｺ
ｰ
ﾎ
ﾟﾚ
ｰ
ｼ
ｮﾝ

）
（
（
株

）
ﾘ
ﾝ
ｺ
ｰ
ｺ
ｰ
ﾎ
ﾟﾚ
ｰ
ｼ
ｮﾝ

）
石

油
製

品
、
金

属
石

油
製

品
、
金

属
く
ず

く
ず

【【
主

な
利

用
企

業
主

な
利

用
企

業
】】

・
昭

和
シ
ェ
ル

石
油

（
株

）
・
昭

和
シ
ェ
ル

石
油

（
株

）

東
ふ

頭
東

ふ
頭

【【
主

な
利

用
企

業
主

な
利

用
企

業
】】

・
電

気
化

学
工

業
（
株

）
・
電

気
化

学
工

業
（
株

）
・
住

友
大

阪
セ

メ
ン
ト
（
株

）
・
住

友
大

阪
セ

メ
ン
ト
（
株

）

新
日

本
海

フ
ェ
リ
ー

（
株

）
新

日
本

海
フ
ェ
リ
ー

（
株

）

佐
渡

汽
船

（
株

）
佐

渡
汽

船
（
株

）

北
越

製
紙

（
株

）
北

越
製

紙
（
株

）
新

潟
工

場
新

潟
工

場
三

菱
マ
テ
リ
ア
ル

（
株

）
三

菱
マ
テ
リ
ア
ル

（
株

）

旭
カ
ー

ボ
ン
（
株

）
旭

カ
ー

ボ
ン
（
株

）

新
潟

西
港

　
H
1
7
取

扱
貨

物
量

（
ト
ン

）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

合
計

1
4
,4
9
5
,1
4
8

完
成

自
動

車
1
0
,8
2
6
,8
1
9

7
4
%

石
油

製
品

1
,1
0
6
,3
4
5

8
%

セ
メ
ン

ト
8
4
5
,1
2
4

6
%

そ
の

他
9
9
2
,6
4
5

7
%

原
木

1
9
7
,0
2
1

1
%

重
油

5
2
7
,1
9
4

4
%
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コ
ン
テ
ナ

タ
ー

ミ
ナ

ル
コ
ン
テ
ナ

タ
ー
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地域自立・活性化調査 第１回 専門研究会の議事要旨 
 

 
日時：平成 20 年 1月 11 日 （金）13：30～15：00 

場所：北陸地方整備局 2 階 港湾会議室 

■出席者 

東北学院大学 教養学部 教授 柳井雅也 

NPO 法人 総合政策研究会理事長 玉置和宏 

NPO 法人 総合政策研究会常務理事 高松亨 

NPO 法人 総合政策研究会理事 田中洋之助 

NPO 法人 総合政策研究会理事 吉原勇 

読売新聞社 論説副委員長 松田英三 

日経広告研究所 主席研究員 森野美穂 

NPO 法人 総合政策研究会監事 本間忠夫 

新潟県 交通政策局長 高橋総一 

新潟市 都市政策研究所 主任研究員 望月迪洋 

国土交通省 北陸地方整備局 港湾空港部長 大野正人 

国土交通省 北陸地方整備局 港湾空港部 港湾計画課長 佐々木規雄 

国土交通省 北陸地方整備局 新潟港湾・空港整備事務所長 吉田秀樹 

国土交通省 北陸地方整備局 港湾空港部 港湾計画課 課長補佐 中谷誠志 

国土交通省 北陸地方整備局 港湾空港部 港湾計画課 課長補佐 佐川雅悦 

財団法人 WAVE 情報研究部長兼政策・計画研究部長 加藤久晶 

 

■配布資料 

・議事次第 

・出席者名簿 

・座席表 

・「北陸地域国際物流戦略チームの提言」説明資料 

・「平成 19 年度地域自立活性化調査 第 1回研究会」説明資料 

 

■会議内容 

１．開会 

（１） 開会  

国土交通省 北陸整備局 港湾空港部長 大野正人 

ロシア、中国、韓国といった環日本海の経済圏が発展しているため、北陸地方のポテン

シャルが高まってきているように思われる。新潟の視点、地域の視点から今回のテーマに

ついて意見交換をして頂きたい。 
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（２） 挨拶  

 新潟県 交通政策局長 高橋総一 

新潟は、対岸との結びつきが強い地域である。ウラジオ便、ハバロスク便、ハルビン便

など特徴的な航空便があり、来客数が増加している。 

ロシア、中国、韓国、日本で国際フェリー航路を開設するために関係者間で調整が進め

られている。この件に対してご意見をいただきたい。 

 

２．話題提供 

（１） 国土交通省 北陸地方整備局 港湾計画課長 佐々木規雄 

・今後のスケジュール 

・主旨説明及び管内港湾の現状と課題 

（２） 東北学院大工 教養学部 柳井雅也教授 

・北陸地域国際物流戦略チームの提言等について 

 

３．討議（意見交換） 

 

【議事要旨】 

※ 敬称は省略 

 

佐々木規雄 

今回の研究会のテーマは三角航路であるが、それ以外でも北陸地域の物流全般、地域の

特性、今後の進め方などについてご意見およびご指摘をいただきたい。 

 

吉原勇 

新潟港が自然環境、天候によって港の機能が正常に動かないことがあるのか？ 

また、年間荷役が可能な日数と不可能な日数は？ 

 

佐々木規雄 

基本的に天候によって船が入らないようなことはない。ただし、船が揺れると荷役作業

が遅くなることはある。 

雪などにより、荷物が運べないことはない。ただし、雪の影響で道路が混雑し、荷物の

道路通過が遅くなる場合はあるが、今後、貨物の停滞がないようにハードを整備したいと

思っている。 

 

高橋総一 

新潟港の設備は基本的に波浪による影響がないように作られており、防波堤などで守ら

れ、船が接岸できなくなることはない。ただし、荷役作業においては風が制約要件として
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最も大きい。ガントリクレーンの場合、風速が強くなると荷役作業が一時中断する場合が

ある。 

 

玉置和宏 

日本の自動車メーカーであるトヨタや日産がロシアのサンクト・ペテルブルグに進出し

ており、物流の方法として部品の移動にシベリア鉄道を利用することを考えているが、シ

ベリア鉄道のインフラが整備されていないため、安全ではない。これに対してどう対策し

ていくのか、どう改善して行くのか、どう実現していくのか。 

この問題について昨年、ロシアと日本の政府との間でパートナーシップが結ばれ、日露

関係が強化された。 

日本の港を含めた公共施設は横並びの性質があるため、「選択と集中」が必要である。特

に集中が必要である。 

 

松田英三 

日本海、ロシア、中国、韓国の交流が進んでいることを再認識した。 

全国的に見ると、コンテナ貨物はスーパー中枢港に集中している傾向である。また、船

会社も定期航路の船の大型化を進めていて、港はハブアンドスポークになっている傾向で

ある。北陸地域だと釜山港経由で欧米に行く貨物があるような気がする。スーパー中枢港

湾政策に対応するためには直行便が重要であり、競争力があると思う。 

港の世界で貨物の集中が見られ、このような状況において新潟港はどう対策していくの

か？ 

 

柳井雅也 

新潟港のダイレクト便の可能性はある。 

九州から東京まで貨物を移動させる場合、内陸運賃コストが高いため、日本海の港とし

て新潟港を利用するのは有効である。 

貨物の集荷エリアとして、北陸地方の貨物が基本ではあるが、栃木県、群馬県、福島県

などのエリアからの利便性を考え、貨物を集めて新潟港に持ってくるような方式が北陸港

湾としての有効性を発揮できるのではないか。 

しかし、全国の貨物量からすると全体の１～２％にしかならない。同時に、港湾の集約

化は進んでいる。 

 

田中洋之助 

1991 年にソ連が崩壊した後、日本の国内においてロシア、中国、韓国との関係を中心と

する環日本海経済構想」があったが、数十年間、進まなかった。その理由はロシアにある。 

しかし、現在のロシアは石油、天然ガスがあり、所得も上がっている。ロシアはヨーロ

ッパとアジアにまたがっている国であり、どうしてもヨーロッパ中心の開発になりがちで

あるが、いずれアジアに関心を向けると思う。そうなると環日本海の経済の考える場合、
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おそらくシベリア鉄道の近代化やウラジオストクの経済の成長及び発展がポイントとなる

であろう。 

中国経済は今後 2～3年は発展していくであろう。中国と日本との交流は進んで行くであ

ろう。 

日本の貿易の中心は環太平洋経済圏が中心であったが、今後は環日本海経済圏（東アジ

ア）に中心が移動して行くであろう。そのため、日本海は地理的に重要な地域になるであ

ろう。 

  

柳井雅也 

鉄道を利用し、物流の安定供給（輸送）をしていくことも考える必要がある。 

 

吉原勇 

日本の貿易が環太平洋から環日本海に移りつつある。そのため、北陸地域の中でスーパ

ー中枢港湾を作る必要があるのではないか。それをどこの港にするか考える必要があるの

ではないか。 

 

柳井雅也 

関東地域との結びつきを考えると、北陸地域のほかの港より、新潟港が有利である。 

 

松田英三 

新潟港からウラジオストク港まで国際フェリーで距離と時間はどのぐらいかかるのか？ 

 

望月迪洋 

距離は 800 ㎞、時間は２日かからないぐらい。 

 

松田英三 

現在、関釜フェリーの利用度はかなり高い。新潟港からウラジオストク港までの航路も

関釜フェリーほどになれるのか。 

 

望月迪洋 

ロシアの富裕層から購買欲の向上が見られる。 

ロシアの富裕層から新潟の農産物にニーズが有り、農産物の輸入（花、なし、イチゴな

ど）が行われているが、問題は農産物を運ぶためのフェリーやエアカーゴを運ぶ航空路が

ない。重要なのは、ヤードや水深の問題よりも検疫、通関などの港湾の使い勝手である。

つまり、港のソフトの面での格差が大きいと思われる。 

ロシアの市場の変化に対して日本海の港湾が対応するための措置が必要である。 

日本海の港の問題として、ロシアなどに対して短期的な動きに対応が出来ていないこと

が最も重要な問題である。 
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高橋総一 

ロシアの購買層の増加については実感している。 

ロシアと新潟の間に国際フェリー航路は現在、就航していないが、中古車の輸出の関係

での不定期の RORO 船が月 5～6便、就航している。 

次のステップとして旅客や貨物（食べ物など）の枠を広げて行く方法をどのように取り

組んでいけばいいのか、我々も検討しているところである。 

 

高松亨 

通関、検疫などソフトの面での課題があるかどうか、それを解決していくのがこの国際

物流戦略チームの目的の一つであると思う。指摘されたことが改善されているのかどうか。 

港の問題としてハードよりもむしろソフトの問題が大きい。つまり、ソフトの競争の時

代であると思う。その港だけの独自な物流サービスを提供するなど、民間で協力したらど

うか。北陸地方独自の方策を採っている事例はあるのか。例えば、インランド・デポの空

コンの問題など。 

 

佐々木規雄 

農産物の輸出の際の検疫などソフト面での連携は、港湾管理者を中心に着実に進んでい

ると思う。ソフト面での競争力を高めていくよう、我々も支援していこうと思う。 

 

望月迪洋 

民間だけでは港のソフトの面の解決は難しく、具体的なサービスやソフトの問題はなか

なか見えにくいため、官・民の協力体制が必要であり、重要である。 

新潟港の活性化は、国、県、民間の協力及び総合力などを利用してプロジェクトを組み、

対応して行くべきである。 

 

森野美穂 

SLB の貨物量など SLB の現状と今後の発展の可能性はあるのか？ 

上海の洋山港は鉄道、内陸航運、道路が外貿航路と繋がっている。 

このような状況を考えると新潟港は、ロシアと中国とのつながりを考えたほうが良い。 

人民元やルブルなど、中国、ロシアの通貨が日本海の地域、新潟県内で両替が出来る仕

組みを行政側で作ったほうが良い。 

 

佐々木規雄 

次回まで確認する。 

 

以上。 
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